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は し が き

農林水産消費安全技術センター（Food and Agricultural Materials Inspection Center。略

称「ＦＡＭＩＣ」）は、農林水産行政と密接に連携しつつ、科学的手法による肥料、飼料

及び農薬の安全性、食品等の品質・表示等に係る検査・分析を一体的に実施し、食品の

安全と消費者の信頼の確保に技術で貢献することを使命としています。

このため、ＦＡＭＩＣでは、「①食品や生産資材の検査・分析を法令に基づいて的確に

実施します。②検査・分析で得た情報をもとに、食の安全などに関する情報を分かりや

すく提供します。また、法令遵守を徹底し、高い使命感と倫理観を持って行動します。」

との行動理念の下に役職員一同高い使命感を持って、分析における精度管理や分析方法

の妥当性確認の的確な実施、科学技術の進歩に対応した新たな検査・分析技術の開発・

導入や検査職員の教育訓練による技術水準の向上など、検査・分析能力とその信頼性の

向上に努め、国民の皆様に一層質の高いサービスを提供すべく取り組んでいます。

このような中、平成２２年度においても、肥料、農薬、飼料といった生産資材におけ

る安全性等の確保や、農林水産物等の品質及び表示の適正化に関する業務について、関

係法令等に基づき、的確に実施しました。また、平成２２年４月に発生した口蹄疫に対

しては、ＦＡＭＩＣからも獣医師資格を有する役職員を中心に、発生地域に派遣し、口

蹄疫の感染拡大を防ぐための防疫措置等に協力したほか、平成２３年３月１１日に発生

した東日本大震災の影響による東京電力福島第一原子力発電所の事故に伴う放射能汚染

の広がりの中で、農林水産省の要請を受け、飼料作物等における放射能のモニタリング

体制を緊急に整備し、飼料等の放射性物質の検査を実施しております。

平成２２年度は第２期中期目標期間の最終年度でもあり、効率的かつ効果的に業務を

推進した結果、年度計画及び中期目標をほぼ達成することができ、農林水産省独立行政

法人評価委員会の評価結果は、年度、中期目標期間ともに、総合評価でＡ評価をいただ

きました。

本書は、ＦＡＭＩＣの平成２２年度の業務実績全体を整理したものであり、関係者の

お役にたてば幸いです。

平成２３年１２月

独立行政法人農林水産消費安全技術センター

理事長 吉羽 雅昭
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Ⅰ 総説

１ 業務の目的及び内容

（１）業務の目的

独立行政法人農林水産消費安全技術センター（以下「ＦＡＭＩＣ」という。）は、一般消費者の

利益の保護に資するため、農林水産物、飲食料品及び油脂の品質及び表示に関する調査及び分析、

日本農林規格又は農林物資の品質に関する表示の基準が定められた農林物資の検査等を行うことに

より、これらの物資の品質及び表示の適正化を図るとともに、肥料、農薬、飼料及び飼料添加物並

びに土壌改良資材の検査等を行うことにより、これらの資材の品質の適正化及び安全性の確保を図

ることを目的とする。（独立行政法人農林水産消費安全技術センター法（平成１１年１２月２２日

法律第１８３号）第３条）

（２）業務の内容

① ＦＡＭＩＣは、（１）の目的を達成するため、次の業務を行う。

ア 農林水産物、飲食料品（酒類を除く。以下同じ。）及び油脂の品質及び表示に関する調査及

び分析並びにこれらに関する情報の提供を行うこと。

イ アに掲げるもののほか、農林水産物、飲食料品及び油脂の消費の改善に関する技術上の情報

の収集、整理及び提供を行うこと。

ウ 日本農林規格又は農林物資の品質に関する表示の基準が定められた農林物資の検査を行うこ

と。

エ 日本農林規格による農林物資の格付（格付の表示を含む。）に関する技術上の調査及び指導

を行うこと。

オ ウに規定する農林物資の品質管理及び品質に関する表示に関する技術上の調査及び指導を行

うこと。

カ エ及びオに掲げるもののほか、ウに規定する農林物資の検査技術に関する調査及び研究並び

に講習を行うこと。

キ 肥料、農薬、飼料及び飼料添加物並びに土壌改良資材の検査を行うこと。

ク 飼料及び飼料添加物の検定及び表示に関する業務を行うこと。

ケ 飼料及び飼料添加物について登録検定機関が行う検定に関する技術上の調査及び指導を行う

こと。

コ 飼料及び飼料添加物の製造設備、製造管理の方法等に関する調査を行うこと。

サ アからコの業務に附帯する業務を行うこと。

② ＦＡＭＩＣは、①の業務のほか、次の業務を行う。

ア 農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律（昭和２５年法律第１７５号）第１９

条の９第２項第６号の規定による検査並びに同法第２０条の２第１項から第３項までの規定に

よる立入検査

イ 肥料取締法（昭和２５年法律第１２７号）第３０条の２第１項の規定による立入検査、質問

及び収去並びに同法第３３条の３第２項の規定による立入検査及び質問

ウ 農薬取締法（昭和２３年法律第８２号）第１３条の２第１項の規定による集取及び立入検査

並びに同法第１５条の３第２項の規定による立入検査

エ 飼料の安全性の確保及び品質の改善に関する法律（昭和２８年法律第３５号）第５７条第１

項の規定による立入検査、質問及び収去

オ 愛がん動物用飼料の安全性の確保に関する法律(平成２０年法律第８３号)第１３条第１項の

規定による立入検査、質問及び集取

カ 地力増進法（昭和５９年法律第３４号）第１７条第１項の規定による立入検査

キ 遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律（平成１５年法

律第９７号）第３２条第１項の規定による立入り、質問、検査及び収去
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２ 各事務所の所在地

（１）主たる事務所

本 部：さいたま市中央区新都心２－１ さいたま新都心合同庁舎検査棟

農薬検査部：小平市鈴木町２－７７２

横浜事務所：横浜市中区北仲通５－５７ 横浜第２合同庁舎

（２）従たる事務所

札幌センター：札幌市北区北１０条西４－１－１３ 道新北ビル

：札幌市中央区大通西１０－４－１ 札幌第２合同庁舎

仙台センター：仙台市宮城野区五輪１－３－１５ 仙台第３合同庁舎

名古屋センター：名古屋市中区三の丸１－２－２ 名古屋農林総合庁舎２号館

神戸センター：神戸市中央区港島南町１－３－７

福岡センター：福岡市東区千早３－１１－１５

門司事務所：北九州市門司区西海岸１－３－１０ 門司港湾合同庁舎

３ 資本金の総額及び政府の出資額
（単位：百万円）

年度
平成２２年度

項目

政府出資金 10,386

その他出資金 －

資本金合計 10,386

注 各計数は単位未満を四捨五入して記載している。

４ 役員
（平成23年3月31日現在）

役職名 氏 名 任 期 担 当

理事長 吉羽雅昭 平成20年4月1日から平成23年3月31日まで

理 事 戸谷 亨 平成21年4月1日から平成23年3月31日まで 総合調整・食品等検査

杉浦勝明 平成21年4月1日から平成23年3月31日まで 評価・肥飼料検査

阪本 剛 平成21年4月1日から平成23年3月31日まで 農薬検査

監 事 小山武文 平成21年4月1日から平成23年3月31日まで

碓井憲男（非常勤） 平成21年4月1日から平成23年3月31日まで

５ 常勤職員数

６６９人（平成２３年３月３１日現在）
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６ 沿革

西暦 旧農林水産消費技術センター 旧 肥 飼 料 検 査 所 旧 農 薬 検 査 所

1899 ・｢肥料取締法｣制定(明治32年)
・各地方庁に肥料検査官吏を置き肥料検

査業務を開始(明治32年)
1947 ・肥料検査所の設置(昭和22年) ・農林省農薬検査所設置(昭和22年・北

区西ヶ原)
1948 ・｢輸出品取締法｣制定(昭和23年) ・｢農薬取締法｣制定、農薬の登録検査を

開始(昭和23年)
・北多摩郡小平町(現小平市)に生物課が

移転(昭和23年)。(以降、昭和30年化
学課、昭和32年に総務課が移転して移
転完了)

1949 ・輸出食料品検査所、輸出農林水産物検
査所が設置され、農林畜水産物の輸出
検査を開始(昭和24年)

1950 ・｢肥料取締法｣全面改正(昭和25年)
1951 ・輸出食料品検査所、輸出農林水産物検

査所が合併し輸出品検査所となる(昭
和26年)

1953 ・｢飼料の品質の改善に関する法律｣制定
(昭和28年)

・畜産局飼料課分室(分析機関)を設置
(昭和28年)

1954 ・飼料検査業務を開始(昭和29年)
1957 ・｢輸出品取締法｣に変わり｢輸出検査法｣

制定(昭和32年)
1960 ・飼料検査所を設置(昭和35年)
1963 ・肥料検査所と飼料検査所が統合して肥 ・水産動植物の被害防止と植物成長調整

飼料検査所となる(昭和38年) 剤を取締対象とするため｢農薬取締法｣
改正(昭和38年)

1970 ・｢農林物資規格法｣が｢農林物資の規格
化及び品質表示の適正化に関する法律
(JAS法)｣に改正され、JAS業務が主体
になる(昭和45年)

1971 ・農薬の毒性及び残留性に対応するた
め｢農薬取締法｣改正(昭和46年)

1972 ・農林規格検査所と改称(昭和47年)
1975 ・｢飼料の安全性の確保及び品質の改善

に関する法律（飼料安全法）｣に改正(昭
和50年)

1976 ・消費者相談窓口を設置(昭和51年)
1980 ・生糸検査所を統合(昭和55年)
1982 ・企業相談窓口を設置(昭和57年)
1984 ・OECD協定の一環として、農薬GLP制度

を導入、試験施設への査察業務を開始
(昭和59年)

1985 ・｢地力増進法｣施行、土壌改良資材の検
査を開始(昭和60年)

1990 ・微量物質等の分析業務を開始(平成2
年)

1991 ・農林水産消費技術センターに改組(平
成3年)

1997 ・｢輸出検査法｣廃止(平成9年)
1999 ・汚泥肥料等が県への届出制から国への

登録制へ改正(平成11年)
・｢独立行政法人農林水産消費技術セン ・「独立行政法人肥飼料検査所法」制定 ・｢独立行政法人農薬検査所法｣制定(平

ター法(センター法)｣制定(平成11年) （平成11年) 成11年)
2000 ・｢改正JAS法｣施行、登録認定機関制度

と横断的品質表示基準を整備(平成12
年)

2001 ・独立行政法人となる(平成13年) ・独立行政法人となる(平成13年) ・独立行政法人となる(平成13年)
2002 ・ＢＳＥ特別措置法制定(平成14年) ・食品の安全性確保のため｢農薬取締法｣

改正(平成14,15年)
2003 ・食品の安全性確保のため｢肥料取締法｣

及び｢飼料安全法｣改正(平成15年)

2004 ・｢遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律｣施行(平成16年)

2006 ・｢改正JAS法｣施行、登録認定機関の登
録基準を国際基準に整合(平成18年)

2007 ・｢センター法｣改正、独立行政法人農林水産消費安全技術センターとなる(平成19年4月)

2008 ・「愛がん動物用飼料の安全性の確保に関する法律（ペットフード安全法）」制定(平成20年)
2009 ・「ＪＡＳ法」改正、原産地表示の偽装に対する直罰規定導入(5月)、消費者庁設置に伴うＪＡＳ法改正(9月)(平成21年)
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７ 設立根拠法

独立行政法人農林水産消費安全技術センター法（平成１１年法律第１８３号）

８ 主務大臣

農林水産大臣

９ 組織図
（平成２３年３月３１日現在）

【本 部】
理 事 長 業 務 監 査 室

企 画 調 整 部 企 画 調 整 課
理 事 品 質 保 証 課

国 際 課
監 事 広 報 室
非 常 勤 監 事 主 任 精 度 管 理 官

精 度 管 理 官
総 務 部 総 務 課

人 事 課
職 員 課
会 計 課
管 財 課

総 務 専 門 官
小 平 総 務 分 室

消 費 安 全 情 報 部 情 報 管 理 課
交 流 推 進 課
交 流 技 術 課
消費者情報専門官

規 格 検 査 部 規 格 検 査 課
商 品 調 査 課
分 析 調 査 課
微 量 物 質 検 査 課
審 査 官

表 示 監 視 部 表 示 指 導 課
鑑 定 課
技 術 研 究 課
上 席 表 示 監 視 官

表 示 監 視 官
肥 飼 料 安 全 検 査 部 業 務 調 査 課

肥 料 管 理 課
肥 料 鑑 定 課
飼 料 管 理 課
飼 料 鑑 定 第 一 課
飼 料 鑑 定 第 二 課
調 整 指 導 官
専 門 指 導 官

農 薬 検 査 部 業 務 調 査 課
検 査 調 整 課
毒 性 検 査 課
環 境 影 響 検 査 課
化 学 課
生 物 課
農 薬 残 留 検 査 課
検 査 技 術 研 究 課

横 浜 事 務 所 消 費 安 全 情 報 課
規 格 検 査 課
微 量 物 質 検 査 課
表 示 指 導 課
鑑 定 課
上席検査技術研究官

検査技術研究官
精 度 管 理 官
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札 幌 セ ン タ ー 総 務 課
消 費 安 全 情 報 課

次 長 規 格 検 査 課
表 示 指 導 課
肥 飼 料 検 査 課
精 度 管 理 官

仙 台 セ ン タ ー 総 務 課
消 費 安 全 情 報 課

次 長 規 格 検 査 課
微 量 物 質 検 査 課
表 示 指 導 課
肥 飼 料 検 査 課
精 度 管 理 官

名 古 屋 セ ン タ ー 総 務 課
消 費 安 全 情 報 課

次 長 規 格 検 査 課
微 量 物 質 検 査 課
表 示 指 導 課
肥 料 検 査 課
飼 料 検 査 課
精 度 管 理 官

神 戸 セ ン タ ー 総 務 課
会 計 課

次 長 総 務 専 門 官
消 費 安 全 情 報 課
規 格 検 査 課
微 量 物 質 検 査 課
表 示 指 導 課
鑑 定 課
技 術 研 究 課
肥 料 検 査 課
飼 料 検 査 課
主 任 精 度 管 理 官
精 度 管 理 官
上 席 表 示 監 視 官

表 示 監 視 官

福 岡 セ ン タ ー 総 務 課
鑑 定 課
肥 料 検 査 課
飼 料 検 査 課

門 司 事 務 所 消 費 安 全 情 報 課
規 格 検 査 課
微 量 物 質 検 査 課
表 示 指 導 課
精 度 管 理 官
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Ⅱ 業務の内容及び実績

１ 平成２２年度のＦＡＭＩＣを巡る情勢とＦＡＭＩＣの対応の概要

平成２２年度においても、ＦＡＭＩＣでは肥料、農薬、飼料といった生産資材における安全性等

の確保に関する業務や、農林水産物等の品質及び表示の適正化に関する業務について、関係法令等

に基づき、業務の的確な実施に努めた。その中で特徴的な取組と成果は以下のとおり。

① 平成２２年４月に宮崎県で発生した口蹄疫に対しては、ＦＡＭＩＣからも獣医師資格を有す

る役職員を中心に、発生地域に派遣し、口蹄疫の感染拡大を防ぐための防疫処置等に協力した。

なお、家畜の移動制限区域が解除されるまでの間中止していた、当該地域における肥料・飼

料事業者への立入検査については、８月以降に精力的に実施した。

② ＦＡＭＩＣが国際獣疫事務局（ＯＩＥ)の「飼料の安全と分析分野」におけるコラボレーティ

ング・センターに指定されてから初めての国際会議として、「第１回ＯＩＥ／ＦＡＯ－ＡＰＨＣＡ

共催 飼料の安全性に関する地域ワークショップ」を７月に東京で開催するなど、飼料の安全や

分析等の情報収集・発信の活動を行った。

③ 平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災の影響による東京電力福島第一原子力発電所

の事故に伴う放射能汚染の広がりの中で、農林水産省の要請を受けて、肥飼料部門と食品部門

が連携し、飼料作物等における放射能のモニタリング体制を緊急に整えた。

④ 米飯加工品（おむすび）を始めとする食品の不適正表示や有機ＪＡＳマークの不正使用等の

事案については、農林水産省や地方自治体と協力して立入検査等を行うなど、関係機関と連携

して対応した。

また、平成２１年１１月１７日に閣議決定された「独立行政法人の契約状況の点検・見直しにつ

いて」への対応として、随意契約については、電気供給業務の契約（全国４箇所）を見直し一般競

争入札を行った。また、随意契約によることができる額の限度額等については国と同じ基準として

いる。さらに、契約監視委員会において、平成２０年度の契約状況の点検・見直しについてフォロ

ーアップを行った。

さらに、平成２２年４月２８日に実施された行政刷新会議による事業仕分け第２弾においては、

独立行政法人国民生活センターの「広報事業」、「情報・分析事業」、「相談事業」、「商品テスト事業」

及び「研修事業」、独立行政法人製品評価技術基盤機構の「製品安全関連業務」とともに、ＦＡＭＩＣ

の「食品等関係事業」が対象となり「消費者行政の在り方（全般）」について議論がなされたが、最

終的にＦＡＭＩＣに対する直接の指摘はなかった。

平成２２年１１月２６日に総務省政策評価・独立行政法人評価委員会から示された主要な事務及

び事業の改廃に関する「勧告の方向性」においては、事務及び事業の見直しに関し、①食品関係等

業務の人員配置の適正化、②相談窓口業務の見直し、③国民生活センター等との連携構築等につい

て、また、業務全般に関する見直しに関し、①効率化目標の設定、②給与水準の適正化、③契約の

点検・見直し、④保有資産の見直し、⑤内部統制の充実・強化等について指摘された。

また、平成２２年１２月７日に閣議決定された「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」

においては、事務・事業の見直しに関し、農薬関係事業、飼料及び飼料添加物関係事業、肥料及び

土壌改良資材関係事業については依頼検査や講習事業における自己収入の拡大、食品等関係事業に

ついては国民生活センターの商品テスト事業に係る協定の締結及び情報提供業務の縮減等について、

また、資産・運営等の見直しに関し、不要資産の国庫返納、事務所等の見直し等について指摘され

た。

これらの指摘を反映して、平成２３年３月２日に、農林水産大臣より第３期における中期目標に

ついて指示があり、これを受けてＦＡＭＩＣは、中期目標に掲げられた目標を達成するための中期

計画を策定し、平成２３年３月３１日に農林水産大臣に認可された。
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２ 肥料関係業務

(１) 肥料の登録及び仮登録の申請に係る調査

普通肥料を業として生産又は輸入しようとする者は、銘柄ごとに登録（公定規格の定めがない普

通肥料については仮登録）を受けなければならない。また、登録及び仮登録には、有効期間が定め

られており、登録は３年又は６年、仮登録は１年となっている。これらは申請によって更新するこ

とができる。

農林水産大臣に対して普通肥料の登録、仮登録の申請があった場合、ＦＡＭＩＣは、農林水産大

臣の指示に基づき、申請書の記載事項及び肥料の見本について次の調査を行っている。

ア 登録の申請に係る調査

(ア) 申請書記載内容の調査

申請書に記載されている肥料の種類、肥料の名称の妥当性及び保証成分量（主要成分の含

有量）等の確認を行っている。

(イ) 肥料見本の分析及び鑑定

主要成分及び有害成分の分析や、異物混入の有無・使用原材料等の鑑定を行い、公定規格

に適合していること等の確認を行っている。

イ 仮登録に係る調査

(ア) 申請書記載内容の調査

申請書に記載されている肥料の名称の妥当性及び保証成分量等の確認を行っている。

(イ) 肥料見本の分析及び鑑定

主要成分及び有害成分の分析や、異物混入の有無・使用原材料等の鑑定を行い、申請書

に記載されているとおりであるか確認を行っている。また、農林水産大臣からの指示によ

り、肥効試験等の調査を行っている。

平成２２年度は、新規に１，３２６件の登録申請、１件の仮登録申請を受け付けた。

表2-1 登録申請件数等

年 度
平成２２年度

区 分

登 録 申 請 件 数 １，３２６

仮 登 録 申 請 件 数 １
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(２) 肥料の立入検査

農林水産大臣の指示に基づき、生産事業場等へ立入検査を行い、関係者への質問、肥料やその原

料の収去を行っている。

保証票の不備及び誤記、表示の不適正、帳簿類の不備、包装容器等の不正使用、誇大又は虚偽の

宣伝等の違反があった場合、立入検査時における現地指導を行うほか、必要と認められるものにつ

いては、諭示を行う等所要の指導を行っている。

立入検査した際に収去した肥料について、分析・鑑定、植害試験等を行っている。その結果につ

いては、立入検査結果と併せて被検査者へ文書で講評を行うとともに、農林水産省に報告し、農林

水産省が公表している。

また、立入検査及び分析・鑑定等の結果、違反等が認められた場合には、出荷停止、回収、改善

措置等必要に応じ農林水産大臣が行政指導を行っている。

ア 立入検査の内容

肥料、その原料又は業務若しくは肥料の施用の状況に関する帳簿・書類、その他の必要な物件

により、生産工程の確認、正味重量検査、保証票検査、包装容器の表示に関する検査等を実施し

ている。

イ 収去品の検査

(ア) 分析・鑑定

収去した肥料の保証成分量が適正に確保されているか、有害成分が規制量以下であるか否

か等について分析を行っている。また、異物の混入、使用原料、表示物質、化学成分等を確

認するために鑑定を行っている。

(イ) 植害試験

収去した肥料のうち、植害の疑いのある肥料については、随時植物に対する害に関する栽

培試験（植害試験）を行っている。

平成２２年度は、６４９事業場に立入検査を実施し、７４４点の肥料又は肥料原料を収去した。

検査の結果、５９点が不合格となり、そのうち２点が有害成分の基準値超過であった。

表2-2 立入検査件数・収去・分析等点数

年 度
平成２２年度

区 分

立 入 検 査 事 業 場 数 ６４９

収 去 点 数 ７４４

うち不合格点数 (不合格率％) ５９ (７．９)

うち有害成分の基準値超過 ２

分 析 成 分 点 数 ８，９６９

植 害 試 験 件 数 ２

注 不合格点数は「指摘事項あり」として公表されたものの点数である。
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(３) 肥料公定規格の設定等に関する調査

ＦＡＭＩＣでは、以下のとおり肥料公定規格の設定等のための調査を行っている。

ア 仮登録肥料の公定規格設定に関する調査

ＦＡＭＩＣが実施した仮登録肥料の肥効試験により、申請書に記載された栽培試験の成績が真

実であると認められた場合には、農林水産大臣は公定規格を定めなければならないこととされて

いる。

イ 公定規格等の改正に関する申し出の調査

業者等関係者からの要望に対して技術的助言を行い、公定規格等の改正に関する申出書を受理

するとともに、その内容を技術的に調査し、改正の適否等の意見を付して、農林水産省へ報告し

ている。

ウ 有害成分等に係る公定規格の設定等の調査

廃棄物を利用した肥料など、含有する有害物等により植害、土壌汚染等のおそれのある肥料を

対象に、有害成分等に係る公定規格設定のための調査を行っている。

平成２２年度は、ア及びウの調査の実績はなかったが、イの公定規格等の改正に関する申し出の

調査を２件実施した。

表2-3 公定規格等改正申し出処理件数

年 度
平成２２年度

区 分

公定規格等改正申し出処理件数 ２

(４) 大臣等確認検査

ＢＳＥのまん延防止のため、科学的な見地から安全性が確認されたものについて、製造・出荷の

停止を解除している。このうち肉骨粉等について牛のせき柱等が混合しない工程で製造しているこ

との確認検査（農林水産大臣の確認検査）、牛骨を原料とする蒸製骨粉等及び牛以外の肉骨粉等の

製造条件に合致していることの確認検査（ＦＡＭＩＣ理事長の確認検査）を行っている。

平成２２年度は、大臣確認検査２件、理事長確認検査３９件を実施した。

表2-4 大臣等確認検査実績

年 度
平成２２年度

区 分

大臣確認検査件数 （注１） ２

理事長確認検査件数（注２） ３９

注１ 「肥料取締法に基づき普通肥料の公定規格を定める等の件の一部を改正する告示等の施行について」

（平成１６年２月２６日付け農林水産省消費・安全局長通知）に基づくもの

注２ 「ペットフード用及び肥料用の肉骨粉等の当面の取扱いについて」（平成１３年１１月１日付け農林

水産省生産局長・水産庁長官連名通知）に基づくもの
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(５) 標準試料の作成及び配布

肥料分析の正確性及び精度の維持向上を図るため、標準試料を作成し、肥料生産業者、分析機関

へ配布を行っている。

平成２２年度は、８７本の標準試料を配布した。

表2-5 標準試料の配布本数

年 度
平成２２年度

試料名

Ａ 試 料 (高度化成肥料) ２５

Ｂ 試 料 (普通化成肥料) １２

Ｃ 試 料（汚泥発酵肥料） ５０
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３ 農薬関係業務

(１) 農薬の登録検査

農林水産大臣の指示に基づき、申請者から提出された申請書や各種試験成績について、薬効・薬

害のほか、厚生労働省が食品安全委員会の毒性評価結果に基づいて定める残留農薬基準及び環境省

が定める登録保留基準に抵触しないかなど、人畜や環境への安全性の面から、適用範囲、使用方法

及び使用上の注意等を審査するとともに、見本品の品質の検査を行い、検査結果を農林水産大臣に

報告している。

ア 平成２２年度の検査状況

平成２２年度に検査を終了したものは表３－１のとおりであった。

この他、１，１２５件の農薬について再登録に係る検査を行った。

表3-1 農薬登録検査終了件数

指示件数（注１）
分 類 検査終了件数

(当年度＋継続分)

基 準 必 要（注２） 513 82

上 記 以 外 2,150 1,433

注１ 指示件数：前年度から検査を継続し、平成２２年４月１日時点での検査未了農薬を含む。
注２ 基準必要：農薬取締法(昭和２３年法律第８２号)第３条第１項第４号から第７号までのいずれかに

掲げる場合に該当するかどうかの基準の設定が必要な農薬

イ 登録検査に係る検討会の開催状況

登録検査における微生物農薬の評価及び農薬の使用時に係る安全性の評価をより適切に進める

ため、学識経験者から技術的助言を得る場として、「微生物農薬検討会」及び「農薬使用時安全

性検討会」を設置している。平成２２年度においては、農薬使用時安全性検討会を１回開催した。

なお、微生物農薬検討会は、新規微生物農薬の登録申請がなく、開催されなかった。

(２) 農薬ＧＬＰ制度に基づく査察

我が国では、農薬の登録申請時に提出される試験成績のうち、毒性に関わる試験成績に関する信

頼性を一層確実にするために、昭和５９年からＧＬＰ（Good Laboratory Practice）に係る制度が

設けられている。ＧＬＰ制度とは、試験成績の信頼性を確保することを目的とした試験施設に対す

る監査制度で、試験施設の設備、機器、試験操作、記録及び保管に対する査察を行っている。査察

の対象とする試験範囲は、以下の６２項目である。

・ 毒性試験（急性毒性、慢性毒性、発がん性など）【毒性】 ・・・・・・・・３２項目

・ 物理的化学的性状試験（蒸気圧、溶解度、土壌吸着など）【物化性】 ・・・１５項目

・ 水産動植物への影響試験（魚類、ミジンコ類、藻類）【水生】 ・・・・・・１０項目

・ 生体内等運命試験（動物、植物、土壌、水）【運命】 ・・・・・・・・・・ ４項目

・ 農作物への残留性試験（乳汁への移行試験を除く）【作残】 ・・・・・・・ １項目

平成２２年度における試験施設への査察は、農林水産省からの要請に基づき、農林水産省に申請

のあった２３試験施設について実施した。

表3-2 ＧＬＰ査察件数

査察実施試験施設数

施設数 項目内訳

毒性 物化性 水生 運命 作残

23 6 8 6 2 9
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(３) 農薬の立入検査

農林水産大臣の指示により、農薬製造者、販売者、その他農薬使用者に立入り、農薬のラベルや

農薬の製造に関する帳簿等の検査を行うとともに、集取した農薬について品質、表示等の検査を行

い、農薬の品質の適正化及びその安全性確保、無登録農薬や品質不良農薬の流通の防止を図ってい

る。

平成２２年度においては、農林水産大臣指示のあった新規化合物農薬を製造している製造場及び

近年検査を実施していない製造場を対象に２４府県下の延べ７７製造場について立入検査を実施

し、農薬の製造及び品質管理状況、法令事項の遵守項目等の検査を行うとともに、２２点の農薬を

集取し、品質、容器又は包装及びその表示事項等について検査を行った。

表3-3 製造場に対する立入検査状況（平成２２年４月～平成２３年３月）

立入検査実施都道府県数 立入検査件数 集取農薬数

２４ ７７ ２２
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(４) 農薬登録検査に係る関連業務

中期目標に挙げられている新たに見込まれる事項等について、農林水産省からの要請に基づき、

表３－４の業務に対応した。

表3-4 農薬登録検査に係る関連業務の実施状況

要請内容 取組内容

平成18年5月から導入され 残留農薬基準のポジティブリスト化に伴い生ずる事項の技術的検討と

た残留農薬基準のポジティ して、稲の子実（籾米及び玄米の両方）を飼料とする飼料用米の生産拡

ブリスト化に伴い生ずる事 大に向けた各種の支援策が平成20年度から講じられていることを受け、

項の技術的検討 平成22年度においては、農林水産省からの依頼により、以下について試

験設計等に関する技術的支援及び試験結果の検討において助言を行っ

た。

ａ 稲を対象作物とする登録農薬に関する作物残留性試験結果等の情報

提供

ｂ 平成21年度に作成した畜産物中の推定残留値の算出シートの改訂

ｃ 農林水産省が行う委託等調査事業（知見の不足する農薬に係る、a)

籾米への農薬残留調査、b)家畜への移行試験、c)農薬の急性参照用

量に関する作物残留性試験、d)作物グループ化）に係る技術的支援

また、水田に使用できる農薬のうち、魚介類に関する残留農薬基準値

の設定が必要な農薬について、平成22年度は、18農薬において評価資料

の検査を行い、検査結果を、農林水産省に報告した。

その他関連して、稲発酵粗飼料及び籾米に関する有害物質の指導基準

等の作成に関する検討として、下記について対応した。

a 飼料の指導基準設定の根拠となる作物残留試験の提供及び内容の妥

当性チェック

b 飼料用米の生産・給与技術マニュアルに掲載される農薬に関する作

物残留試験のチェック

c WCSマニュアルに追加できる農薬の選定作業の支援

生産量の少ない農作物への 生産量の少ない農作物への農薬登録の促進のため、登録に必要な作物

農薬登録の促進 残留試験及び薬効・薬害試験について、試験設計の審査及び助言等を行

った（審査9件、助言3件）。

家畜代謝・家畜残留試験ガ OECDテストガイドラインについて精査を行うとともに、我が国への導

イドラインの導入に伴い生 入の可能性を検討した。また家畜関係の試験を要求項目とする農林水産

じる事項の技術的検討 省農産園芸局長通知・課長通知の改正案の検討等を行った。

作物残留試験の例数改正等 試験例数の増加に伴う登録申請者の負担を軽減する観点から、作物残

に伴い生じる事項の技術的 留、作物の形態等の関係を解析して、登録における作物のグループ化の

検討 可能性を検討した。

果実用の防虫防菌袋中の農 りんごに使用される果実袋中の農薬について同定を行った。

薬の分析
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(参考１) 平成２２農薬年度における農薬登録の概要取りまとめ

１ 農薬登録の概要

平成２２農薬年度（平成２１年１０月１日～平成２２年９月３０日）に登録された農薬は

２，８９３件で、その内訳は新規登録３１５件、再登録１，２８３件、現に登録を受けている農薬

についての事項変更登録（適用拡大等）１，２９５件であった。前農薬年度に比べると、新規登録

は増加したが、事項変更登録及び再登録は同程度であった。

新規登録された化合物は１２（殺虫剤５、殺菌剤１、除草剤６）であり、これらの新規化合物を

含む農薬は３７種類（殺虫剤７、殺菌剤２、殺虫殺菌剤６、除草剤２２）、４７銘柄が登録された。

既登録化合物（生物農薬を含む。以下同じ。）の農薬は２２２種類（殺虫剤４８、殺菌剤４２、殺

虫殺菌剤２８、除草剤８８、農薬肥料５、植物成長調整剤１、その他１０）、２６８銘柄が新たに

登録された。これら２２２種類の農薬を既登録剤と同一剤型であるかどうか等の観点から類別する

と、新剤型１６種類、新混合剤４９種類、新製剤３４種類、既製剤１２３種類であった。

新規登録された農薬の銘柄ごとの用途別件数は、殺虫剤６７件（２１.３％）、殺菌剤５１件

（１６．２％）、殺虫殺菌剤４２件（１３．３％）、除草剤１３５件（４２．９％）、農薬肥料８件

（２．５％）､殺そ剤１件（０．３％）、植物成長調整剤１件（０．３％）、その他１０件（３．２％）

であった。(表３－５及び表３－６参照)

表3-5 農薬年度別登録件数

農薬年度
18 19 20 21 22

種類

新規登録 242 (100.0) 223 (100.0) 239 (100.0) 217 (100.0) 315 (100.0)

殺虫剤 50 ( 20.7) 69 ( 30.9) 49 ( 20.5) 47 ( 21.7） 67 ( 21.3）

殺菌剤 49 ( 20.2) 50 ( 22.4) 40 ( 16.7) 36 ( 16.6) 51 ( 16.2)

殺虫殺菌剤 32 ( 13.2) 29 ( 13.0) 43 ( 18.0) 26 ( 12.0) 42 ( 13.3)

除草剤 102 ( 42.1) 66 ( 29.6) 96 ( 40.2) 93 ( 42.8) 135 ( 42.9)

農薬肥料 6 ( 2.5) 2 ( 0.9) 7 ( 2.9) 4 ( 1.8) 8 ( 2.5)

殺そ剤 0 ( 0.0) 0 ( 0.0) 0 ( 0.0) 0 ( 0.0) 1 ( 0.3)

植物成長調整剤 1 ( 0.4) 4 ( 1.8) 0 ( 0.0) 6 ( 2.8) 1 ( 0.3)

その他 2 ( 0.8) 3 ( 1.3) 4 ( 1.7) 5 ( 2.3) 10 ( 3.2)

再登録 1,260 1,236 1,211 1,285 1,283

計 1,502 1,459 1,450 1,502 1,598

登録事項変更登録 2,142 1,817 1,366 1,307 1,295

注：平成２２年９月末日現在 有効登録件数４，５１６件

・平成２０、２１、２２農薬年度の３ケ年合計が上記有効登録件数と異なるのは、３ケ年の登録有効期間中に

製造廃止された農薬があることによる。

・( )内は、新規登録されたそれぞれの製剤の割合(％)を示す(小数第二位を四捨五入)。
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表3-6 新規登録農薬の内訳

Ａ 含有する有効成分数別登録件数 （銘柄数）

植物成長
区分 殺虫剤 殺菌剤 殺虫殺菌剤 除草剤 農薬肥料 その他 計

調整剤

単剤 58 33 0 36 6 1 4 138

２種混合剤 9 17 22 47 2 0 6 103

３種混合剤 0 1 15 35 0 0 0 51

４種混合剤 0 0 3 16 0 0 1 20

５種混合剤 0 0 2 1 0 0 0 3

計 67 51 42 135 8 1 11 315

Ｂ 類別登録件数 （種類数）

植物成長
区分 殺虫剤 殺菌剤 殺虫殺菌剤 除草剤 農薬肥料 その他 計

調整剤

新規化合物 7 2 6 22 0 0 0 37

新剤型 2 4 4 5 1 0 0 16

新混合剤 5 12 14 17 1 0 0 49

新製剤 10 8 1 9 0 1 5 34

既製剤 31 18 9 57 3 0 5 123

計 55 44 34 110 5 1 10 259

注：新 剤 型；有効成分が既に登録を受けている農薬の有効成分と同一で、剤型が既登録剤と異なる製剤。

新混合剤；既に登録を受けている農薬の有効成分を新たな組合せで、２種類以上混合した製剤。

新 製 剤；有効成分が既に登録を受けている農薬の有効成分と同一で、かつ剤型も同一であるが、有効成

分含有量が既登録剤と異なる製剤。（「種類名」は既登録剤と同一となる。）

既 製 剤；既に登録を受けている農薬と有効成分、その成分含有量及び剤型が同一である製剤。
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２ 新規化合物の登録

平成２２農薬年度には１２種類の新規化合物が登録された。これらの新規化合物の種類、有効成

分の化学名等は表３－７のとおりである。

表3-7 平成２２農薬年度に登録された新規化合物

区 新規化合物 剤型
種類名 農薬名 会社名 登録年月日 適用内容

分 の化学名 (有効成分)

殺 ﾁｬﾊﾞﾗｱﾌﾞ ﾁｬﾊﾞﾗ ﾁｬﾊﾞﾗｱﾌﾞﾗｺﾊﾞﾁ 住化ﾃｸﾉ H21.12.16 剤 野菜類(施設栽

虫 ﾗｺﾊﾞﾁ (100頭/10ml) 培)(ｱﾌﾞﾗﾑｼ類)

剤 ｲﾐｼｱﾎｽ ﾈﾏｷｯｸ粒剤 O-ｴﾁﾙ=S-ﾌﾟﾛﾋﾟﾙ=(E)-[2- ｱｸﾞﾛ ｶﾈｼｮ H22.1.18 粒剤 だいこん(ﾈｸﾞｻ

(ｼｱﾉｲﾐﾉ)-3-ｴﾁﾙｲﾐﾀﾞｿﾞﾘｼﾞ ｳ (1.5%) ﾚｾﾝﾁｭｳ)､他

ﾝ-1-ｲﾙ]ﾎｽﾎﾉﾁｵｱｰﾄ

ﾚﾋﾟﾒｸﾁﾝ ｱﾆｷ乳剤 ﾚﾋﾟﾒｸﾁﾝL.A3: 三井化学ｱ H22.5.19 乳剤 みかん(ﾁｬﾉｷｲﾛ

(2成分) (10E,14E,16E,22Z)-(1 ｸﾞﾛ (0.15%+0.85%) ｱｻﾞﾐｳﾏ､他)､他

R,4S,5'S,6R,6'R,8R,12

R,13S,20R,21R,24S)-2

1,24-ｼﾞﾋﾄﾞﾛｷｼ-12-[(2

Z)-2-ﾒﾄｷｼｲﾐﾉ-2-ﾌｪﾆﾙｱｾ

ﾄｷｼ]-5',6',11,13,22-

ﾍﾟﾝﾀﾒﾁﾙ-3,7,19-ﾄﾘｵｷｻﾃ

ﾄﾗｼｸﾛ[15.6.1.1
4,8

.0
20,2

4
]ﾍﾟﾝﾀｺｻ-10,14,16,22-

ﾃﾄﾗｴﾝ-6-ｽﾋﾟﾛ-2'-ﾃﾄﾗﾋ

ﾄﾞﾛﾋﾟﾗﾝ-2-ｵﾝ

ﾚﾋﾟﾒｸﾁﾝL.A4:

(10E,14E,16E,22Z)-(1

R,4S,5'S,6R,6'R,8R,12

R,13S,20R,21R,24S)-6'

-ｴﾁﾙ-21,24-ｼﾞﾋﾄﾞﾛｷｼ-1

2-[(2Z)-2-ﾒﾄｷｼｲﾐﾉ-2-ﾌ

ｪﾆﾙｱｾﾄｷｼ]-5',11,13,22

-ﾃﾄﾗﾒﾁﾙ-3,7,19-ﾄﾘｵｷｻﾃ

ﾄﾗｼｸﾛ[15.6.1.1
4,8

.0
20,2

4
]ﾍﾟﾝﾀｺｻ-10,14,16,22-

ﾃﾄﾗｴﾝ-6-ｽﾋﾟﾛ-2'-ﾃﾄﾗﾋ

ﾄﾞﾛﾋﾟﾗﾝ-2-ｵﾝ

ｲﾝﾄﾞｷｻｶﾙ ﾄﾙﾈｰﾄﾞｴｰｽ ﾒﾁﾙ=(S)-N-[7-ｸﾛﾛ-2,3, ﾃﾞｭﾎﾟﾝ H22.8.10 水和剤 キャベツ(ｺﾅ

ﾌﾞ DF 4a,5-ﾃﾄﾗﾋﾄﾞﾛ-4a-(ﾒﾄｷｼ (5.0%) ｶﾞ､他)､他

ｶﾙﾎﾞﾆﾙ)ｲﾝﾃﾞﾉ[1,2-e]

[1,3,4]ｵｷｻｼﾞｱｼﾞﾝ-2-ｲﾙ

ｶﾙﾎﾞﾆﾙ]-4'-(ﾄﾘﾌﾙｵﾛﾒﾄｷ

ｼ)ｶﾙﾊﾞﾆﾗｰﾄ)
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区 新規化合物 剤型
種類名 農薬名 会社名 登録年月日 適用内容

分 の化学名 (有効成分)

殺 ｲｿﾁｱﾆﾙ ﾙｰﾁﾝ粒剤 3,4-ｼﾞｸﾛﾛ-2'-ｼｱﾉ-1,2-ﾁｱ ﾊﾞｲｴﾙｸﾛｯﾌﾟ H22.5.19 粒剤 稲 ( 箱 育 苗 )

菌 ｿﾞｰﾙ-5-ｶﾙﾎﾞｷｻﾆﾘﾄﾞ ｻｲｴﾝｽ (3.0%) (いもち病､他)

剤

除 ﾒｺﾌﾟﾛｯﾌﾟP ｼｬﾙｳｨｰﾄﾞPr (R)-2-(4-ｸﾛﾛ-o-ﾄﾘﾙｵｷ 日本ｶｰﾘｯﾄ H21.10.23 水和剤 樹木等(一年生

草 ｲｿﾌﾟﾛﾋﾟﾙｱ o顆粒水和 ｼ)ﾌﾟﾛﾋﾟｵﾝ酸ｲｿﾌﾟﾛﾋﾟﾙｱﾐ (5.0%+ｲｿｳﾛﾝ25. 雑草､他)

剤 ﾐﾝ塩 剤 ﾝ塩 0%+ｸﾞﾘﾎｻｰﾄｲｿﾌﾟ

ﾛﾋﾟﾙｱﾐﾝ塩40.0

%)

MDBAｶﾘｳﾑ ﾀﾞﾌﾞﾙｸﾗｯﾁ 2-ﾒﾄｷｼ-3,6-ｼﾞｸﾛﾛ安息 ｼ ﾝ ｼ ﾞ ｪ ﾝ ﾀ H22.1.12 液剤 樹木等(一年生

塩 液剤 香酸ｶﾘｳﾑ ｼﾞｬﾊﾟﾝ (25.0%+ｸﾞﾘﾎｻｰﾄ 雑草､他)

ｶﾘｳﾑ塩25.0%)

ﾃﾌﾘﾙﾄﾘｵ ﾏｲﾃｨｰﾜﾝ1ｷ 2-[2-ｸﾛﾛ-4ﾒｼﾙ-3-[(ﾃﾄﾗ ﾊﾞｲｴﾙｸﾛｯﾌﾟ H22.2.18 粒剤 移植水稲(水田

ﾝ ﾛ粒剤 ﾋﾄﾞﾛﾌﾗﾝ-2-ｲﾙﾒﾄｷｼ)ﾒﾁﾙ] ｻｲｴﾝｽ (3.0%) 一年生雑草(ｲﾈ

ﾍﾞﾝｿﾞｲﾙ]ｼｸﾛﾍｷｻﾝ-1,3- 科 雑 草 を 除

ｼﾞｵﾝ く)､他)

ﾒｿﾄﾘｵﾝ ｶﾘｽﾄ 2-(4-ﾒｼﾙ-2-ﾆﾄﾛﾍﾞﾝｿﾞｲ ｼ ﾝ ｼ ﾞ ｪ ﾝ ﾀ H22.5.19 水和剤 と う も ろ こ

ﾙ)ｼｸﾛﾍｷｻﾝ-1,3-ｼﾞｵﾝ ｼﾞｬﾊﾟﾝ (9.1%) し (一年生雑

草､他)､他

ﾌﾟﾛｽﾙﾎｶﾙ ﾎﾞｸｻｰ S-ﾍﾞﾝｼﾞﾙ=ｼﾞﾌﾟﾛﾋﾟﾙﾁｵｶﾙ ｼ ﾝ ｼ ﾞ ｪ ﾝ ﾀ H22.8.10 乳剤 小 麦 ( 秋 播 )

ﾌﾞ ﾊﾞﾏｰﾄ ｼﾞｬﾊﾟﾝ (78.4%) ( 一 年 生 雑

草)､他

ｼﾞﾒﾃﾅﾐﾄﾞ ﾌｨｰﾙﾄﾞｽﾀｰ (S)-2-ｸﾛﾛ-N-(2,4-ｼﾞﾒﾁ BASFｼﾞｬﾊﾟ H22.8.10 乳剤 キャベツ (一

P P乳剤 ﾙ-3-ﾁｴﾆﾙ)-N-(2-ﾒﾄｷｼ-1 ﾝ (64.0%) 年生雑草(ｱｶ

-ﾒﾁﾙｴﾁﾙ)ｱｾﾄｱﾐﾄﾞ ｻ ﾞ科 ･ ｱ ﾌ ﾞ ﾗ ﾅ

科 ･ ﾀ ﾃ ﾞ 科 を

除く)､他
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(参考２) 農薬行政の動き

１ 農薬登録制度の改善に向けた取組

国際的な動向を十分に把握し、科学的な情報に基づきリスクの程度を考慮して、農薬登録制度の

改善を進めるため、農林水産省は「農薬登録制度に関する懇談会」を設置している。この懇談会に

おける議論を踏まえ、平成２０年３月３１日付け通知改正により、民間試験機関で実施された薬効

薬害試験成績の受入と作物残留試験へのＧＬＰ制度の導入が措置された。また、作物残留試験の例

数は生産量に応じて１作物について６例以上とすることとなり、正式な通知化の作業が行われてい

る。

平成２２年度においては、平成２１年度に開催された懇談会における自給飼料作物の農薬登録検

査基準の見直し及び家畜代謝・残留試験ガイドラインの導入に関する議論における、①我が国にお

ける家畜への給与実態を考慮して飼料用作物の範囲を拡大すること、②作物残留試験の例数は食用

作物と同様に生産量に応じたものとすること、③家畜代謝試験及び家畜残留試験はＧＬＰ制度の適

用対象とすることなどの決定を踏まえ、正式な通知化の作業が進められている。

２ 農薬の適正使用

最近、問題視されている花粉交配用みつばちの減少については、原因は特定されていないものの、

農薬も原因のひとつに挙げられていることから、養蜂関係者や農薬使用者等の間で、農薬散布予定

日や使用農薬の種類等について事前に情報交換を行う等、これまで以上に関係者の連携について取

組を強化するように指導している。

なお、農林水産省では、花粉交配用みつばちの安定供給を確保するため、関係情報の収集及び共

有、対策の決定及びその推進に当たり対応チームを設置し、関係部局の連絡を密にするとともに、

みつばちの大量死に係る原因究明に向けた調査研究が２１年度より引き続き実施されている。

３ 飼料自給率の向上に対応した取組

飼料自給率の向上を通じた食料自給率の向上等を図るため、稲わらの利用拡大並びに稲発酵粗飼

料、飼料米の生産及び利用の拡大の取組が国を挙げて推進されている。これらの飼料を給与した家

畜及び家畜由来の畜産物の安全を確保するためには、農薬の残留実態を考慮した稲わら等における

残留農薬基準の設定、我が国の飼料の給与実態を踏まえた食品衛生法に基づく畜産物の残留農薬基

準の設定等が必要である。

このため、平成２１年１月２９日、「飼料の有害物質の指導基準の一部改正について」及び「飼

料として利用される稲に対する農薬使用について」が発出されたところであり、さらに平成２１年

４月２０日、「飼料として使用する籾米への農薬の使用について」が発出され、併せて「多収米栽

培マニュアル」も作成された。また、こうした施策の動きを踏まえ、上記１のとおり農薬登録検査

基準の見直し等が検討され、正式な通知化の作業が進められている。

４ 農薬の販売の禁止を定める省令等の改正

平成２１年５月、残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約において、残留性有機汚染物

質として新たに９種類の化学物質が指定された。これを受け、農薬に関する国内担保法令である農

薬取締法に基づく「農薬の販売の禁止を定める省令」において指定する農薬に、農薬用途に関連す

る５物質を追加するため、省令の一部改正が行われた。また、ＷＨＯにおけるダイオキシン類の毒

性等価係数の一部見直しに伴い、「農薬中に含まれるダイオキシン類の検査方法を定める告示」の

一部が改正された。いずれも平成２２年３月３１日に公布され、４月１日から施行された。
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４ 飼料及び飼料添加物関係業務

(１) 飼料安全法に基づく立入検査

農林水産大臣の指示に基づき、製造事業場等への立入検査を行い、飼料等の収去を行っている。

立入検査した際に収去した飼料及び飼料添加物については分析・鑑定を行い、その結果を農林水

産大臣に報告している。分析・鑑定結果の概要は、農林水産大臣が公表している。

また、立入検査及び分析・鑑定の結果、違反等が認められた場合には、農林水産省からの指示に

基づき出荷停止、回収、改善措置等の技術的助言を行っている。

ア 立入検査の内容

製造現場において飼料及び飼料添加物、業務に関する帳簿・書類、その他の物件により、製造

工程の確認、表示票検査、入荷経緯等に関する検査を実施している。

イ 収去品の分析・鑑定

収去した飼料等について、有害物質が指導基準以下であるか否か、飼料添加物が適正に添加さ

れているか等について分析を行っている。また、肉骨粉の混入の有無等を確認するために鑑定を

行っている。

平成２２年度は、６１３事業場に立入検査を実施し、８５３点の飼料等を収去した。検査の結果、

６点が不合格であった。

表4-1 立入検査及び収去品の検査成績

年 度
平成２２年度

区 分

検 査 箇 所 数 ６１３

収 去 件 数 ８５３

うち不合格件数（不合格率 (%)） ６（０．７）

分 析 成 分 点 数 ６，２４５

注 分析成分点数は安全性試験に係るもの。
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(２) ペットフード安全法に基づく立入検査

ペットフード安全法に基づく立入検査等については、平成２１年１２月から、農林水産大臣の指

示に基づき、製造事業場等へ立入検査を行い、愛玩動物用飼料等の集取を行っている。

立入検査した際に集取した愛玩動物用飼料及びその原料については分析を行い、その結果を農林

水産大臣に報告している。分析結果の概要は、農林水産大臣が公表している。

また、立入検査及び分析の結果、違反等が認められた場合には、農林水産省からの指示に基づき

出荷停止、回収、改善措置等の技術的助言を行っている。

ア 立入検査の内容

製造現場において愛玩動物用飼料及びその原料、業務に関する帳簿・書類、その他の物件によ

り、製造工程の確認、表示票検査、入荷経緯等に関する検査を実施している。

イ 集取品の分析

集取した愛玩動物用飼料について、規格に適合しているか等について分析を行っている。

平成２２年度は、５９事業場に対して立入検査を実施し、４０点の愛玩動物用飼料を集取した。

表4-2 立入検査及び集取品の検査成績

年 度
平成２２年度

区 分

検 査 箇 所 数 ５９

集 取 件 数 ４０

うち不合格件数（不合格率 (%)） ０

分 析 成 分 点 数 １６０

注 分析成分点数は安全性試験に係るもの。
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(３) 特定添加物の検定に関する業務

飼料安全法において、特定添加物〔飼料添加物に指定されている抗生物質製剤：１８種類〕につ

いては検定を受け、これに合格したことを示す合格証紙が付されているもの、あるいは登録特定飼

料等製造業者が製造したものであることを示す表示を付したものでなければ販売してはならないと

されている。

ア 特定添加物の検定及び表示に関する業務

特定添加物の製造業者及び輸入業者からの申請に基づき、特定添加物の製造又は輸入ロット毎

に試験品の採取、試験及び合格証紙の貼付等の検定業務を行っている。

平成２２年度は、特定添加物の検定を１９４件実施した。

表4-3 特定添加物の検定実績

年 度
平成２２年度

区 分

特 定 添 加 物 の 検 定 件 数 １９４

イ 特定飼料等製造業者に対する調査

特定飼料等（インド産落花生の油かす及び特定添加物）の製造業者の事業場において、特定飼

料等製造設備、特定飼料等検査設備、製造管理及び品質管理の方法、検査のための組織等が農林

水産省令で定める基準等に適合していることを確認するための調査を実施している。

平成２２年度は、申請に対する調査を１件実施した。
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(４) 登録検定機関が行う検定に関する技術上の指導

登録検定機関（公定規格の登録検定機関）に対して分析技術の維持・向上を図るための共通試料

を用いた試験を実施し、登録検定機関の技術水準の確認及び必要な技術指導を行っている。

平成２２年度は、登録検定機関の技術水準の確認試験を７機関１３事業所に対して実施した。試

験の結果、技術的指導を４件実施した。

表4-4 登録検定機関に対する確認試験数

年 度
平成２２年度

区 分

登録検定機関確認試験数 １３
（うち指導件数） （４）

(５) 「製造業者専用」表示の承認に係る検査

飼料又は飼料添加物を製造業者のみに販売する場合には、農林水産大臣の承認を受けて「製造業

者専用」の文字を表示し、表示の基準に定める表示事項の一部を省略することができることとなっ

ており、この承認に係る検査を実施している。

平成２２年度は、「製造業者専用」表示の承認に係る検査を２００件実施した。

表4-5 「製造業者専用」表示の承認に係る検査件数

年 度
平成２２年度

区 分

検 査 件 数 ２００

(６) 飼料及び飼料添加物の基準・規格等の設定に関する調査等

ア 飼料添加物に指定されているものについて、基準・規格等に関する最新の科学的知見に関す

る文献を収集するとともに、諸外国における規制の状況の情報を入手し、関係する他法令によ

る諸規制の専門的・技術的な内容等の調査を行っている。

平成２２年度は、飼料添加物の基準・規格等の設定に関する調査について農林水産省からの

要請はなかった。

イ 飼料添加物に関する動物試験等の信頼性を確認するため、「飼料添加物の動物試験の実施に

関する基準」（昭和６３年７月２９日付け６３畜Ａ第３０３９号農林水産省畜産局長・水産庁

長官通知）の適用対象試験に対する飼料添加物ＧＬＰ査察を実施している。

平成２２年度は、飼料添加物ＧＬＰ査察の実績はなかった。
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(７) 抗菌性ＧＭＰガイドラインに基づく確認検査

「抗菌性飼料添加物を含有する配合飼料及び飼料添加物複合製剤の製造管理及び品質管理に関す

るガイドライン」（平成１９年４月１０日付け１８消安第１３８４５号農林水産省消費・安全局長

通知）に基づき、抗菌性飼料添加物を含有する配合飼料及び飼料添加物複合製剤を製造する事業場

について、ガイドラインへの適合状況の確認検査を行っている。

平成２２年度は、配合飼料等製造事業場３５ヵ所に対して抗菌性ＧＭＰガイドラインに基づく確

認検査を実施した。

表4-6 抗菌性ＧＭＰガイドラインに基づく確認検査件数

年 度
平成２２年度

区 分

配 合 飼 料 事 業 場 ２６

飼 料 添 加 物 事 業 場 ９

(８) 大臣等確認検査

ＢＳＥ発生防止等のため、①チキンミール、フェザーミール、豚血粉、魚粉、豚肉骨粉、原料混

合肉骨粉等の製造事業場において、これら以外のたん白質が混入しない製造工程で製造されたこと

についての確認検査、②ゼラチン、コラーゲンの製造事業場において、農林水産省が規定する条件

で製造されたことについての確認検査、③動物性油脂の製造事業場において、牛のせき柱が混入し

ない製造工程で製造されたことについての確認検査、④輸入魚粉等の輸入先の製造事業場において、

他のたん白質が混入しない製造工程で製造されたことについての確認検査及び⑤肉骨粉等を原料と

するペットフードの製造事業場において、農林水産省が規定する条件で製造されたことについての

確認検査を行っている。

平成２２年度は、①～④の農林水産大臣の確認検査４６４件、⑤のＦＡＭＩＣ理事長の確認検査

６件を実施した。

表4-7 大臣等確認検査数

年 度
平成２２年度

区 分

大 臣 確 認 検 査（注１） ４６４

理 事 長 確 認 検 査（注２） ６

注１ 「飼料及び飼料添加物の成分規格等に関する省令の規定に基づく動物由来たん白質及び動物性油脂

の農林水産大臣の確認手続について」（平成１７年３月１１日付け農林水産省消費・安全局長通知）

に基づくもの

注２ 「ペットフード用及び肥料用の肉骨粉等の当面の取扱いについて」（平成１３年１１月１日付け農林

水産省生産局長・水産庁長官連名通知）に基づくもの
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(９) モニタリング検査

飼料又は飼料添加物中の抗菌性飼料添加物、有害物質、病原微生物の基準・規格適合検査等を実

施している。

平成２２年度は、表４－８のとおりモニタリング検査を実施した。

表4-8 モニタリング検査成分点数

年 度
平成２２年度

区 分

飼料及び飼料添加物中の飼料添加物の基準・規格適合検査 ２５１

飼料中の農薬、かび毒、有害金属等の有害物質の基準適合検査 ７０，４５７

飼料中の病原微生物の基準・規格適合検査 ３２６

飼料中の肉骨粉等の分析・鑑定 １，２８１

(１０) 飼料及び飼料添加物の検査分析法の開発等

飼料及び飼料添加物の検査技術を向上させるため分析法の開発、改良を行うとともに、飼料等の

分析法について、国際基準との比較検討を実施している。

平成２２年度は、１１課題について分析法の開発を行った。

表4-9 開発実績

年 度
平成２２年度

区 分

分 析 法 の 開 発 の 課 題 数 １１

うち愛玩動物用飼料の課題数 ６

(１１) 標準製剤等の配布

飼料及び飼料添加物の成分規格等に関する省令の規定に基づき抗生物質の常用標準品の指定を

行っている。また、飼料及び飼料添加物の製造事業場における品質管理等に資するため同常用標準

品を配布している。

平成２２年度は、４０５本の標準製剤を配布した。

表4-10 標準製剤配布本数

年 度
平成２２年度

区 分

標 準 製 剤 配 布 本 数 ４０５
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５ 土壌改良資材関係業務

(１) 土壌改良資材の立入検査

農林水産大臣の指示に基づき、製造工場等へ立入検査を行い、土壌改良資材の品質表示について

の指導及び土壌改良資材の集取を行っている。

集取品については本部において試験を実施し、品質表示内容の適合性を判定して、その結果につ

いて立入検査結果と併せて被検査者へ文書で講評を行っている。講評の際、必要に応じて改善につ

いて指導を行い、表示の適正化を図っている。

ア 立入検査の内容

土壌改良資材、その原料、業務に関する帳簿書類等により、製造工程の確認、正味量検査、品

質表示に関する検査等を実施している。

イ 集取品の検査・講評

立入検査をした際に集取した土壌改良資材が品質基準に適合しているか、また、有機物の含有

量等が表示された値どおりであるか否か等について試験を実施している。

平成２２年度は、３３事業場に立入検査を実施し、２９点の土壌改良資材を集取し、検査の結

果、１０点が不合格であった。

表5 立入検査の実績

年 度
平成２２年度

区 分

立 入 検 査 事 業 場 数 ３３

集 取 点 数 ２９

うち不合格点数 (不合格率％) １０(３４．５)

分 析 成 分 点 数 ４９

現 地 指 導 件 数 １５
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６ 農林水産物等の品質及び表示の適正化に関する業務

(１) 食品表示の監視

原産地や品種、加工食品の原材料等が正しく表示されているか、各種の成分分析、ＤＮＡ分析、

微量元素分析、安定同位体比分析等の科学的手法を用いて、原産地判別検査や遺伝子組換えの表示

対象食品の分析検査等の食品表示の真正性の検査を、毎事業年度６，０００件以上実施している。

また、遺伝子組換えの表示対象食品にあっては、検査の結果、遺伝子組換え原料の混入の可能性

があるものについては、分別生産流通管理（ＩＰハンドリング）が適正に行われているかどうか製

造業者等への調査（以下「ＩＰ調査」という。）を行っている。

さらに、消費者の関心の高い品目については、農林水産省と連携して、重点的に検査を実施して

いる。

平成２２年度は、食品表示の真正性の検査を、合計６，０６２件実施した（表６－１）。

検査の結果、偽装等不適正表示の可能性が認められたもの（生鮮食品４９件、加工食品７９件）

について、農林水産省に報告した。また、軽微な不適正表示が認められたもの（加工食品９７件）

については、製造業者等に対して文書による是正指導を行った。

表6-1 食品表示の真正性の検査件数

農林水産省報告 ＦＡＭＩＣによる
区 分 検査件数

件数 指導件数

生鮮食品 1,123 49 －

加工食品 4,939 79 97

計 6,062 128 97

主な検査結果は、以下のとおりである。

ア 食品の産地表示に関する検査

産地ごとの食品の流通状況等を勘案し、検査を行うセンター、実施時期等を調整して１，２８９

件実施した（表６－２）。

検査の結果、不適正な産地表示の可能性が認められたもの等（生鮮食品４８件、加工食品２７

件）について農林水産省に報告した。

イ 遺伝子組換えに係る表示が行われている食品の検査

製造業者等の事業規模、地域バランス等を勘案して６０３件実施した（表６－３）。

検査の結果、遺伝子組換え原料の混入の可能性があるもの等１６４件のうち、ＩＰ調査を１４４

件行った。ＩＰ調査の結果、不適切な管理が認められた案件はなかった。

なお、遺伝子組換え原料の混入の可能性があるもののうち、ＦＡＭＩＣがＩＰ調査を行わなか

ったものについては、別途農林水産省が行った産地表示の調査等において確認されている。

ウ 消費者の関心の高い品目に対する重点的な検査

農林水産省と協議して消費者の関心の高い品目を選定し、農林水産省と連携し、または

ＦＡＭＩＣが独自で計４回の重点的な検査を実施した（表６－４）。
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表6-2 食品の原産地表示（原料原産地表示含む）に関する検査件数（表6-1の内数）

品 目 検査件数

生鮮食品 黒大豆 41

ネギ 70

ニンニク 71

タマネギ 58

カボチャ 40

さといも 58

マグロ 300

アサリ 50

シジミ 73

加工食品 乾しいたけ 126

梅漬物 28

野菜冷凍食品（さといも） 12

アジ・サバ加工品 142

うなぎ加工品 40

マダコ 28

塩蔵わかめ 101

コンブ 51

計 1,289

表6-3 遺伝子組換え食品の検査結果（表6-1の内数）

品 目 確認検査件数 ＩＰ調査実施件数

生鮮食品 大豆等 40 0

加工食品 大豆加工品 529 132

とうもろこし加工品 34 12

計 603 144

表6-4 消費者の関心の高い品目に対する重点的な検査件数（表6-1の内数）

調査区分 調 査 内 容 検査件数

農林水産省等と 大豆等加工食品（豆腐）の表示等に関する特別調査 200件
連携して行った調査

加工米飯の表示等に関する特別調査 100件

もち米加工品の表示等に関する特別調査 200件

ＦＡＭＩＣが独自で
マグロ（生鮮食品）の表示等に関する重点調査 300件行った調査

計 ４回
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(２) 登録認定機関、認定事業者等に対する指導・監督

ＪＡＳ規格制度は、農林物資の品質の改善、生産の合理化、取引の単純公正化及び使用又は消費

の合理化を図るため、農林水産大臣が制定した日本農林規格（ＪＡＳ規格）に適合している製品に

ＪＡＳマークを表示することを認める制度である。

ＪＡＳ規格の定められた農林物資が、その該当するＪＡＳ規格に適合していると判定することを

「格付」といい、農林物資の製造、加工、輸入又は販売を業とする者、農林物資の生産行程、流通

行程を管理又は把握する者（以下「事業者」という。）が格付を行ってＪＡＳマークを表示する仕

組みは以下のとおりである。

① 農林物資にＪＡＳマークを表示しようとする事業者は、工場又は事業所及び農林物資の種

類ごとに登録認定機関に認定を申請する。

② 申請を受けた登録認定機関は、申請者の管理体制等が認定の技術的基準に適合するかどう

かについて調査し、認定を行う。

③ 認定を受けた事業者は、その認定に係る農林物資についてＪＡＳ規格に適合するかどうか

の検査を行い、適合する場合にはＪＡＳマークを表示することができる。

ア 登録申請等に係る調査

ＪＡＳマークを表示することができる事業者を認定する機関を「登録認定機関」といい、農林

水産大臣の指示により、登録認定機関になるための登録及び更新申請時の調査（以下「技術上の

調査」という。）を行っている。技術上の調査は、ＪＡＳ法に規定されている登録の基準に合致し

ているかについて、国際基準（ＩＳＯ／ＩＥＣ１７０１１（適合性評価機関の認定を行う機関に

対する一般要求事項））に準拠した手続きにより書類審査及び実地の調査を行い、その結果を農林

水産大臣に報告している。

また、外国にある事業所で外国の事業者を認定する機関（登録外国認定機関）に対しても、同

様に調査を行っている。（以下、登録認定機関及び登録外国認定機関を「登録認定機関等」という。）

平成２２年度は、新規の登録申請１件、更新申請６０件、登録内容の変更の届出３５５件に対

応し、計４１６件（うち登録外国認定機関５７件）の技術上の調査を実施した。

表6-5 技術上の調査件数

区 分 新規申請 更新申請 変更届出 計

飲食料品 0 8 36 44

林産物 0 6 11 17

畳表及び生糸 0 0 2 2

地鶏肉、有機農産物等 1 41 252 294

生産情報公表牛肉等 0 5 54 59

計 1 60 355 416

注１ 平成２１年度に調査の指示を受け、平成２２年度に報告したものも含む。
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イ 定期的調査・指導監督

登録認定機関等の認定業務が適正に行われているかを確認するため、以下により毎年１回の定

期的調査を行っている。また、調査の結果、軽微な問題点については、現地で指摘を行うととも

に、不適正が認められた機関に対しては文書により是正を求め、是正処置内容を確認している。

○事業所調査 ：登録認定機関等の事業所での書類調査及び聞き取り調査

○認定業務の立会調査：登録認定機関等が行う事業者の認定調査や認定後に行う確認調査の現

場に立会って行う調査

○ＪＡＳ格付品検査 ：市販のＪＡＳマーク表示製品を科学的な方法で分析・測定し、品質、

性能等がＪＡＳ規格に適合しているかを確認するための検査

平成２２年度は、登録認定機関等の定期的調査を、立会調査及び格付品検査の結果も踏まえ、

１２７機関（１４７事業所）に対して実施し、調査の結果、軽微な問題点については現地で指摘

を行うとともに、不適正が認められた６７機関に対しては文書による是正指導を行った（表６－

６）。

表6-6 登録認定機関等の定期的調査件数

調査実施機関数【事業所調 立会調査件数 JAS格付品検査
区 分 査数】 件数

是正指導 是正指導 是正指導

飲食料品 15【 22】 5 97 9 188 0

林産物 12【 19】 8 54 7 116 17

畳表及び生糸 4【 4】 3 6 3 5 0

地鶏肉、有機農産物等 80【 86】 48 268 24 401 16

生産情報公表牛肉等 16【 16】 3 12 0 2 0

計 127【147】 67 437 43 712 33

注１ 【 】内は、調査を実施した事業所数である。
注２ 是正指導は、文書による是正指導を行った件数である。

ウ ＮＯＰ基準に基づく認証機関に係る調査

平成２０年５月に米国農務省は、我が国の有機ＪＡＳ規格の認証の仕組が、米国で「有機」と表

示するために必要な「米国国家有機計画の技術的基準」（ＮＯＰ基準）に適合することを承認した。

これを受け、農林水産省と協力して、我が国でＮＯＰ基準を運用するための体制整備を行い、ＮＯＰ

基準に基づく認証機関の調査を行っている。

農林水産省がＮＯＰ認定業務規則を制定して平成２１年１１月２日から認定申請の受付を開始

したことに伴い、審査依頼のあった１件及び変更の届出のあった９件について審査結果を農林水

産省及び依頼者へ報告した。また、ＮＯＰ認証機関の初回監査として２機関（２事業所）に対し、

事業所調査及び立会調査を行った。



- 30 -

(３) 農林物資等の立入検査等

(１)の食品表示の真正性の検査及び(２)のイの定期的調査・指導監督における調査の結果並びに

食品表示１１０番等に寄せられた食品表示等の疑義情報に基づく事実関係の確認を行った結果、表

示の偽装又は不正なＪＡＳマーク表示の疑いが生じた場合には、農林水産大臣の指示に基づき、製

造業者、販売業者、輸入業者等の事業者、登録認定機関及び認定事業者に対し立入検査、又は農林

水産省の要請に基づく任意調査（以下「立入検査等」という。）を実施している。

また、地方農政局等の協力要請を受けて当該機関が行う立入検査等への同行（協力調査）、農林

水産省が改善指示又は指導を行った事業者等に対する改善状況の確認調査（確認調査）も実施して

いる。

平成２２年度は、立入検査を１８件、任意調査を４８件、協力調査を２０件及び確認調査を４件

実施した。

表6-7 立入検査等実施件数

立入検査等合計 食品表示関係（注） ＪＡＳマーク関係（注）
区 分

件数 事業所数 件数 事業所数 件数 事業所数

立入検査 18 25 11 14 7 11

任意調査 48 101 32 71 16 30

協力調査 20 29 20 29 0 0

確認調査 4 6 3 5 1 1

計 90 161 66 119 24 42

注 食品表示関係及びＪＡＳマーク関係の欄は、立入検査等合計の内数である。
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(４) ＪＡＳ規格及び品質表示基準の見直し等

ＪＡＳ規格は、その制定等の日から５年以内に見直しが行われることになっており、規格の制定

や見直しをする場合には、消費者、生産者、学識経験者等から構成される農林物資規格調査会（ＪＡＳ

調査会）の議決を経なければならない。また、品質表示基準についても、必要に応じて見直しを行

っている。ＪＡＳ調査会では、ＦＡＭＩＣが行った見直し対象品目に関する調査結果を踏まえて審

議・検討が行われている。

平成２２年度は、見直し対象とされたＪＡＳ規格２０品目（６９規格）（飲食料品１５品目（５５

規格）、畳表１品目（１規格）、林産物４品目（１３規格））及び品質表示基準４基準について、調

査分析、消費者団体説明会、検討委員会の開催、分析手法の妥当性に係る調査分析等を行い、見直

し内容の素案（意見書）等を作成し、農林水産省へ報告した。

ア ＪＡＳ規格及び品質表示基準の見直しに係る調査分析

見直し対象品目に関する調査の内容は次のとおりである。

○ 対象品目の製造者、消費者、実需者、流通業者等、ＪＡＳ規格を利用する者に対するアン

ケート調査及びヒアリング調査（利用実態調査）

○ 対象品目の製品の品質及び表示に関する調査（品質実態調査）

○ 対象品目とコーデックス規格との整合性の調査（国際規格整合性調査）

また、ＪＡＳ規格等の改正が必要と判断されるときは、改正原案を作成し消費者団体への説明

会を開催するとともに、その検討を行うために、有識者、消費者、対象規格に係る業界団体及び

登録認定機関等の利害関係者で構成する検討委員会を設置している。

表6-8 ＪＡＳ規格び品質表示基準の見直しに係る調査の対象品目数等

ＪＡＳ規格 品目数（規格数） 品質表示基準
基準数

飲食料品 畳表 林産物

利用実態調査 15品目(55規格) 13(51) － 2(4) 4基準

消費者団体 6品目(40規格) 6(40) － － 4基準

実需者 10品目(49規格) 8(45) － 2(4) －

製造業者 15品目(55規格) 13(51) － 2(4) －

流通業者 8品目(44規格) 6(40) － 2(4) －

品質実態調査 10品目(39規格) 7(34) 1(1) 2( 4) 4基準

【市販品検査件数】 【743件】 【672】 【20】 【51】 【585件】

国際規格整合性調査 7品目( 7規格) 7(7) － － 2基準

【市販品検査件数】 【62件】 【62】 【 62件】

消費者団体説明会 2品目(8規格) 4基準

【開催回数】 【 1回】 【 1回】

検討委員会（ワーキンググループ） 7品目(15規格) －

【開催回数】 【 21回】
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イ ＪＡＳ規格等検査・分析手法の妥当性確認

ＪＡＳ規格の見直しに当たっては、アの調査分析のほか、見直し対象規格の規格基準事項に係

る測定方法の改善及び分析値の信頼性を確保するため、分析手法の妥当性確認に係る調査分析を

実施している。この調査分析は、Ｃｏｄｅｘ、ＡＯＡＣ、ＩＳＯ等国際的に認知されている分析

手法についての文献調査及び関係検査機関等で利用されている新たな分析手法についてのヒアリ

ング調査を行うとともに、試験室間共同試験による妥当性確認試験及び従来の分析手法と新たな

分析手法の同等性確認試験を行っている。

また、学識経験者、規格品目に係る検査・分析の専門家等で構成する検討委員会を開催し、分

析手法の妥当性確認試験の設計及び試験結果について検討・評価を行っている。

平成２２年度は、調査分析及び検討委員会を表６－９のとおり実施した。

表6-9 調査分析及び検討委員会実施状況

区分 品目数・分析項目数・実施回数（注）

分析手法の調査 文献調査 2品目 5項目

ヒアリング調査 3品目 13回

測定方法の確認 試験室間共同試験による 2品目 3項目
試験 妥当性確認試験

分析手法の同等性確認試験 1品目 1項目

検討委員会 分析手法妥当性検討委員会 2回

注 各検討委員会においては委員会の開催回数を、それ以外については調査品目数及び調査分析項目数
（ヒアリング調査においては調査回数）を記載している。
林産物については、計画がなかった。

ウ ＪＡＳ規格等の改正案に係る説明会

ＪＡＳ規格及び品質表示基準の改正案について、農林水産省が広く国民等から意見・情報を募

集（パブリックコメント）した結果を受けて、都道府県、消費者団体、製造業者、業界団体等に

対して説明会を行っている。

平成２２年度は農林水産省が行ったＪＡＳ規格及び品質表示基準の見直しに関するパブリック

コメントの募集及び募集結果に係る説明会については開催すべきものがなかった。
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７ リスク管理に資するための有害物質の分析業務

食品のリスク管理を実施するためには、あらかじめどこにどのようなリスクがあるかを、科学的原

則に基づいた実態調査により把握しておくことが必要である。このため、農林水産省は、有害化学物

質による農林水産物や食品の汚染の実態調査（サーベイランス・モニタリング）を科学的・統一的に

行うための「サーベイランス・モニタリングの計画・実施及び結果の評価・公表に関するガイドライ

ン」を定めている。

サーベイランス・モニタリングを行うことで、汚染物質の濃度や範囲が明らかになるとともに、食

品消費データと組み合わせて人が実際にどれだけ食品から有害化学物質を摂取しているのかを推定す

ることも可能となる。

ＦＡＭＩＣでは、国が行う食品等のリスク管理に必要不可欠な農産物や飼料中の残留農薬、かび毒

などの微量有害物質のモニタリングのための分析検査を行い、その結果を農林水産省に報告している。

平成２２年度は、農産物１，８７２検体、飼料２，７９９検体、合計４，６７１検体について実態

調査を実施し、その結果を農林水産省に報告した。

表7 リスク管理に資するための有害物質の実態調査検体数

分析対象 分 析 項 目 検体数

農 産 物 残留農薬 1,432

かび毒（デオキシニバレノール（ＤＯＮ）、ニバレノール及びゼアラレノン） 440

計 1,872

飼料(注) かび毒（オクラトキシンＡ、アフラトキシン類、ゼアラレノン及びＤＯＮ） 1,587

有害金属（カドミウム、総ヒ素、水銀及び鉛） 630

残留農薬 557

ダイオキシン類 25

計 2,799

合 計 4,671

注 本表は、表４－８（２４ページ）のうちの飼料中の有害物質の基準適合検査について、分析項目別に分析検
体数を記載したものである。
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８ 国際関係業務

国際標準化機構（ＩＳＯ）の国内審議団体として活動するとともに、農林水産省と連携し、食品等

に関する国際規格、農薬登録制度に関する国際調和や農薬の国際残留基準設定のための技術的な支援

等を行っている。

また、開発途上国からの技術協力要請に対し、技術専門家として職員の派遣、研修生の受入、情報

提供などに対応している。

(１) ＩＳＯの国内審議団体としての活動

ＩＳＯ／ＴＣ３４（国際標準化機構／食品専門委員会）、ＴＣ８９／ＳＣ３（木質パネル専門委

員会／合板分科委員会）及びＴＣ２１８（木材専門委員会）では、食品、飼料等、林産物等の分析

法や安全性・品質管理等に関する規格の検討が行われており、これらが国際規格として発行された

場合、我が国の農林水産業・食品産業等に大きな影響を与えるものについては、我が国も投票権の

あるＰメンバーの地位で参加している。ＦＡＭＩＣは国内審議団体として情報の収集、国内の意見

集約等の活動を行っている。

平成２２年度は、ＩＳＯ／ＴＣ３４、ＳＣ１０（動物用飼料分科委員会）、ＳＣ１２（官能分析

分科委員会）、ＳＣ１６（分子生物指標の分析に係る横断的手法分科委員会）、ＳＣ１７（食品安全

のためのマネジメントシステム分科委員会）、ＴＣ８９／ＳＣ３及びＴＣ２１８の国内審議団体と

して、各専門委員会、分科委員会等において検討されている案件について、情報収集・整理及び国

内関係者への情報提供等を行い、外部有識者等からなる委員会を９回開催して国内意見を集約する

とともに、国際会議に８回参加し、ＩＳＯ提案規格への国内意見の反映に努めた。

表8-1 国際会議への役職員派遣回数及び国内委員会開催回数

TC34 TC34 TC165
審議団体 TC34 TC218 計

/SC16 /SC17 (注2)

国際会議 （派遣回数） 2(4) 0 4(6) 1(1) 1(2) 8回(13名)

国内委員会 （開催回数） 1 1 6 1 0 9回

注１ 国際会議欄の（ ）内は、派遣した役職員数である。（なお、この他に職員以外に専門家を派遣している
場合もある。）

注２ ＩＳＯでは、他の専門委員会の標準化領域とオーバーラップしている部分がある規格案について、整合的
かつ重複せずに円滑に作業を進めるために、「リエゾン（ｌｉａｉｓｏｎ、連携役）」と呼ばれる委員を相互
の委員会に派遣し、連携を図っている。ＩＳＯ／ＴＣ１６５（木質構造専門委員会）はＦＡＭＩＣで国内審
議団体とはなっていないが、ＴＣ８９／ＳＣ３及びＴＣ２１８とリエゾン関係にあるため、国際会議へ平成
２２年度は職員を派遣した。

(２) 農薬の登録制度の国際調和、国際残留基準の設定への対応

農薬の登録制度に関する国際調和や、国際残留基準の設定などのために、経済協力開発機構

（ＯＥＣＤ）、ＦＡＯ／ＷＨＯ合同国際食品規格委員会（Ｃｏｄｅｘ委員会）等の国際会議に参

加している。

平成２２年度は、国際会議に１回参加した。

表8-2 農薬登録制度等に係る国際会議への参加実績

出席会議 開催国 出張期間 出張者

第２４回OECD-GLP作業部会 フランス共和国 H22. 5.17～ 5.22 １名
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(３) 農林物資の品質等に関する国際食品規格（Ｃｏｄｅｘ）への対応

ＷＴＯ・ＴＢＴ協定（世界貿易機関・貿易の技術的障害に関する協定）により、ＷＴＯ加盟国

は食品の国内規格を策定する際は基本的にコーデックス規格への準拠が義務付けられており、コー

デックス規格が策定されると、我が国の食品規格・制度に与える影響が大きい。このため、コーデ

ックスの分析・サンプリング法部会及びアジア地域調整部会において、国際規格に我が国の農林水

産業・食品産業の実態等を反映させるため、政府出席者に対し技術的な助言を行っている。

また、農林水産省及び厚生労働省が主催する「コーデックス連絡協議会」及び財団法人食品産業

センターが主催する「コーデックス対策委員会」に参加し、コーデックス委員会総会及び各部会等

における食品規格の検討状況についての情報収集も行っている。

平成２２年度は、コーデックス関連の国内会議に６回出席した。

表8-3 コーデックスへの対応実績

実 績

国内会議 （出席回数） 6回

(４) 国際協力

農林水産省、独立行政法人国際協力機構等の関係機関からの要請を受け、開発途上国等からの技

術支援要請に対応するための専門家として役職員の海外派遣を行うとともに、海外からの研修員の

受入れ等を行っている。

平成２２年度は、専門家として役職員を５回派遣するとともに、海外からの研修員の受入研修を

９回実施した。

表8-4 国際協力業務に関する実績

実 績

専門家の派遣 （派遣回数） 5回（5名）

外国人受入研修 （実施回数） 9回（42名／延べ32カ国）

(５) ＯＩＥコラボレーティング・センターとしての飼料安全に関する情報収集・発信

ＦＡＭＩＣが平成２１年５月にＯＩＥの「飼料の安全と分析分野」におけるコラボレーティング

・センターに指定されてから初めての国際会議として、「第１回ＯＩＥ／ＦＡＯ－ＡＰＨＣＡ共催

飼料の安全性に関する地域ワークショップ」を平成２２年７月に東京で開催するなど、飼料の安

全や分析等の情報収集・発信の活動を行った。

表8-5 ＯＩＥ関連会議への参加実績

出席会議 開催国 実 績

疫学アドホック・グループ会合 フランス 1回

ＯＩＥ試験所の科学的な協力に関する フランス 2回
アドホック・グループ会合

注 上記の実績は表８－４ 国際協力業務に関する実績の内数である。
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９ カルタヘナ担保法関係業務

遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律（平成１５年法律第

９７号）第３２条第２項の農林水産大臣の指示があったときは、同条第１項の規定に基づき、立入り、

質問、検査及び収去を的確に実施し、その結果を速やかに農林水産大臣に報告することとなっている。

また、農林水産大臣から同法第３１条第１項の規定に基づき収去した遺伝子組換え生物等の検査の

依頼があった場合は、適切に実施することとなっている。

平成２２年度においては、農林水産大臣からの同法第３２条第２項の規定に基づく指示及び第３１

条第１項の規定に基づく検査の依頼はなかったが、農林水産省がカルタヘナ法に基づく検査に使用可

能な未承認遺伝子組換えパパイヤ種子の検査法を確立する過程で、当該検査法の妥当性確認のための

共同試験への協力要請が農林水産省からなされた。これに対し、ＦＡＭＩＣから３箇所が共同試験に

参画し、データを提供した。これらの結果を踏まえ、農林水産省で当該種子の検査法が確立され、そ

の内容等についてプレスリリースされるとともに、カルタヘナ法に基づく検査に活用された。

１０ 依頼検査

都道府県や事業者等からの依頼を受けて、肥料、飼料等、土壌改良資材、農林物資（食品、林産

物）の品質の検査を有料で行っている。

平成２２年度は、飼料及び飼料添加物について検査依頼があり、提出された試料１６点（４１成

分点数）の検査を実施した。

表10-1 依頼検査の検査試料数

検 査 試 料 検査試料点数 成分点数

提出試料の検査 飼料及び飼料添加物 16 41
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１１ 食の安全と消費者の信頼の確保に向けた取組

各分野の検査等業務に関する知見やノウハウの結集、検査等職員や分析機器の機動的かつ重点的

な投入など、統合メリットを最大限活用し、食の安全と消費者の信頼の確保に資するための取組を

実施している。

(１) プロジェクトチームの設置

食の安全と消費者の食に対する信頼を確保する観点から、①検査・分析能力の向上、②情報提供

能力の強化、③生産資材由来のリスクの低減、④食品表示等の信頼性の向上等の分野を対象に、毎

事業年度２課題以上について、ＦＡＭＩＣが有する知見やノウハウを結集し、改善・解決を図るこ

ととしている。このため、専門技術的知見を有する職員で構成するプロジェクトチームを設置し、

調査分析等を効率的かつ効果的に実施している。

平成２２年度は、プロジェクトチームを以下のとおり設置した。

表11-1 プロジェクトチーム設置実績

プロジェクト
取組の内容

チーム名

前作に使用された 平成19年度、20年度及び21年度に引き続き、前作に使用した農薬の残留
農薬の作物残留分 によるリスク低減に資するためさらにデータを蓄積すること、また、農薬
析等 残留基準の国際調和を一層推進することを目的として、食品検査部門及び

農薬検査部門によるプロジェクトチームを設置し、農薬検査部門が有する
土壌半減期の長い農薬等に関する知見を活用して分析対象農薬を再度検討
・追加し、前作農薬の残留状況及び果実の部位別の残留状況について、両
部門の連携のもと効率的かつ効果的な検査分析を実施した。

一体的分析試験業 試験業務の管理の仕組みを平準化し、効果的な精度管理や体系的な人材
務実施体制及び検 育成に係る研修のあり方等を検討するため、平成21年度に設置したプロジ
査・分析能力向上 ェクトチームの検討結果を踏まえて引き続き検討を行い、今後、品質シス
のための研修のあ テム委員会(仮称)を設置することや、精度管理に係る統一的な考え方を策
り方検討 定すること、各種研修について職員の技術レベルと必要な人材育成の観点

から体系的に整理すること等の結論を得た。

さらに、平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災による原発事故に伴う放射能汚染の広が

りの中で、農畜産物の安全性を確保することを目的として、以下のプロジェクトチームを緊急的に

立ち上げた。

表11-2 プロジェクトチーム概要

プロジェクト
取組の内容

チーム名

東京電力福島第一 周辺地域で生産された飼料等の放射性物質の検査を早急に実施するため、
原子力発電所の事 飼料部門と食品部門が連携して、緊急モニタリング調査を行う体制を整備
故に伴う国産飼料 した。
等 安 全 確 認 緊 急
検査

(２) 緊急時の対応

食品等について、品質又は表示が適正でないものが販売され、又は販売されるおそれがあり、こ

れを放置しては消費者の利益を著しく害すると認められる場合において、消費者の利益を保護する

ため、必要な調査、分析又は検査を実施するよう農林水産大臣から緊急の要請があったときは、

ＦＡＭＩＣの総力を挙げて検査を迅速かつ効果的に実施し、被害のまん延防止及び原因の特定に努

めることとしている。

平成２２年度は、緊急の対応について農林水産大臣の要請はなかった。
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１２ 情報提供業務

食品及び農薬・肥料・飼料等の農業生産資材の品質や安全性、表示等に関する情報、科学的知見、

各種制度や検査結果など、生産者、事業者、消費者の関心の高い情報を、分かりやすく一元的に提

供している。

(１) ホームページ、メールマガジン、広報誌

ホームページでは、食の安全と消費者の信頼確保に資する観点から、ＦＡＭＩＣが行う業務内容

・公表事項、食品や農業生産資材に関する情報などを、科学的な視点で分かりやすく解説し、タイ

ムリーに提供している。また、インターネットを通じた消費者等の意見交換の場として「電子フォ

ーラム」を開催している。

メールマガジンでは、行政機関等の記者発表資料、行事や研修会等の開催案内、その時々の食の

安全に関わる話題などの情報を掲載し、月３回以上配信している。

また、広報誌として「新・大きな目小さな目」を年６回発行している。

平成２２年度は、各種媒体を用いた情報提供を表１２－１のとおり実施した。

表12-1 各種媒体による情報提供の実績

媒 体 主な掲載情報 実 績

ホームページ ・肥料、飼料等の申請等の案内
・肥料、土壌改良資材、飼料等の検査結果等 更新回数 242回
・農薬登録情報 アクセス回数
・食品表示、ＪＡＳ規格に関する情報 679,758回
・検査・分析技術の情報

・電子フォーラム 開催回数 3回

メールマガジン ・行政機関等の記者発表資料 配信回数 48回
・行事や研修会等の開催案内 延べ配信数
・その時々の話題 273,933通

広報誌 ・生産資材や食品に関する科学的な知識やＦＡＭＩＣの 発行回数 6回
関係業務の情報 発行部数 39,000部

・食のＱ＆Ａ、表示のＱ＆Ａ (毎回 6,500部)
・行政情報

(２) 相談業務

事業者、消費者等から寄せられる、食品や農業生産資材の表示や品質管理等に関する相談に対応

するとともに、食品表示１１０番を設置して、食品表示に関する疑義情報の提供に対応している。

平成２２年度は、事業者からの相談１８，８２０件、消費者からの相談１，５９８件に対応した。

表12-2 事業者及び消費者からの相談受付件数

区 分 対応内容 相談受付件数

企業相談 製造事業者からの食品や肥料、飼料、農薬等の品質管理、
18,820件表示、その他技術的な相談に対応

消費者相談 消費者からの食品等の品質や表示に関する相談に対応 1,598件

食品表示110番 食品の表示に関する疑義情報の提供に対応 281件



- 39 -

(３) 講習会・研修会

消費者、地方公共団体、事業者等を対象に、食品や生産資材の安全性・品質・表示等に関するテ

ーマで、ＦＡＭＩＣが有する専門的知識を活用した講習会を開催するほか、地方公共団体や事業者

団体等が主催する各種講習会への講師派遣を行っている。

平成２２年度は、講習会・研修会を計４８回開催した（表１２－３）。

また、地方公共団体や事業者等が主催する講習会へ主催者の要請・依頼を受けて講師として役職

員を１９３回派遣した（表１２－４）。

表12-3 ＦＡＭＩＣが主催する講習会開催実績

講習会等の名称 対象者 内 容 実施回数 参加人数

食品品質等知見活用 消費者、 ＪＡＳ規格等の食品等の品質 11回 462名
講習会 地方公共団体職員、 等について正しい理解を促す

事業者等 ための講習

食品等リスク等情報 消費者、 食品等のリスク等の意見交換 6回 381名
共有化講習会 地方公共団体職員、 等により情報の共有化を図る

事業者等 ことを目的とした講習

地方公共団体職員等 地方公共団体職員等 農林水産省における消費者行 7回 150名
研修 政、食品等の一般知識、食品

等の検査分析技術等に関する
研修

技術講習会 事業者等 農林物資の品質管理及び検査 9回 592名
分析技術並びに品質に関する
表示に関する講習

飼料製造管理者資格 飼料等製造業者 飼料及び飼料添加物の製造管 1回 80名
取得講習会 理、関係法令等に関する講習

飼料抗菌剤ＧＭＰ研 飼料等製造業者 飼料及び飼料添加物の製造管 6回 221名
修会 理、関係法令等に関する研修

飼料有害物質混入防 飼料等製造業者 飼料及び飼料添加物の製造管 6回 413名
止研修会 理、関係法令等に関する研修

肥料分析実務者研修 地方公共団体職員 行政職員として肥料の分析技 2回 14名
術を取得するための講習

計 ４８回（参加人数 ２，３１３名）

表12-4 地方公共団体、事業者団体等が主催する各種講習会への講師派遣実績

区 分 派遣回数

地方公共団体、事業者等から依頼を受けた講師の派遣 193回
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１３ 調査研究業務

肥料・飼料、農薬等の安全性や食品表示の真正性についての検査をはじめ、各種検査・分析業務

を効率的かつ効果的に行っていくためには、新しい検査・分析技術の導入、開発・改良、実用化の

促進が不可欠である。このため、各分野の技術や知見を結集するとともに、研究機関や大学等と連

携して、新たな技術の実用化や開発・改良のための調査研究に取り組んでいる。

平成２２年度は、肥料について２課題、農薬について４課題、飼料等について５課題、食品等に

ついて２３課題、合計３４課題の調査研究を実施した（表１３－１）。

その他、肥料分析法及び飼料分析基準等の開発及び改良のための調査研究を、肥料について３課

題（１３成分）、飼料等について１１課題（１６成分）実施した（表１３－２）。

表13-1 調査研究課題名及び研究結果概要

課題名 概 要

肥 汚泥肥料の連用によるカド 汚泥肥料の連用によるカドミウムの土壌への蓄積、農作物への吸収試験として、

料 ミウム等の土壌への蓄積及 ホウレンソウ及びチンゲンサイを用いて試験を実施した。さらに中期目標期間中に

び作物への吸収試験 実施した試験について、中間報告として取りまとめた。（平成23年度継続）

カドミウムの土壌中におけ 汚泥肥料に由来するカドミウムの土壌中における形態の変化に関する調査として、

る形態の変化に関する調査 灰色低地土に汚泥肥料を添加して約1年間インキュベーション試験を実施した。さら

に、中期目標期間中に実施した試験について取りまとめた。（平成22年度終了）

農 ウキクサ生長阻害試験の我 OECDテストガイドライン221号（ウキクサ生長阻害試験）について我が国への導入

薬 が国への導入の可否の検討 の可否について検証した。その結果、アオウキクサの水稲用除草剤感受性は、OECD

試験推奨ウキクサと同等の傾向を示し、アオウキクサは、わが国における農薬の水

生生物に対する影響を評価するための試験生物種として有用であるとの情報を得た。

（平成22年度終了。日本雑草学会第50回大会において発表）

作物残留性の外挿に係る検 わが国の実情に適した作物残留性の外挿法等を検討するため、根菜類（大根／カ

討 ブ）の作物残留試験等の調査を行った。その結果、農薬濃度の減衰に影響を与える

と思われる農薬散布から試料採取までの期間における作物の種類による重量変化の

違い等、様々な変動要因を考慮した上で農薬の残留性に関する作物のグループ化や

外挿法を検討していく必要性が示唆された。（平成22年度終了）

土壌を経由した後作物への 土壌中の農薬濃度と後作物における残留濃度の関係等について検討するため、ポ

農薬残留に関する調査研究 ット及びほ場における後作物残留性試験を実施した。その結果、高極性または低土

壌吸着性の農薬は後作物に残留しやすいことが示唆された。

（平成22年度終了）

フーリエ変換赤外分光光度 液体製剤のうち水分が多いものについて、フーリエ変換赤外分光光度計（FT-IR）

計(FT-IR)を用いた製剤分 での測定方法を検討した。その結果、水との差スペクトルを主成分分析により解析

析方法の確立 することで農薬製剤を判別でき、本研究課題で開発したFT-IRのスペクトルを利用し

て測定・解析する手法は、農薬の市販品と見本品の同一性を一括確認することがで

き、評価手法としての有効性が示された。

（平成22年度終了)

飼 飼料中の動物由来たん白質 （株）森永生科学研究所と共同開発した「モリナガ加熱処理牛由来タンパク質検

料 検出法における「モリナガ 出キットVer.2」の飼料への適用の可否を検討し、動物由来たん白質検出法としての

等 加熱処理牛由来タンパク質 有用性を確認した。（平成23年度継続）

検出キットVer.2」の検討

飼料中の動物由来DNA検出 PCR増幅産物の制限酵素切断によるRFLP法を用いた迅速で簡便な確認試験法を検討

法におけるRFLPを用いた確 し、その内容が食品衛生学雑誌（第52巻第1号）に掲載された。（平成23年度継続）

認試験法の検討
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課題名 概 要

飼 飼料からのサルモネラの迅 （独）農業・食品産業技術総合研究機構動物衛生研究所と共同でマルチプレック

料 速検出法の開発 スPCR法によるサルモネラ主要血清型迅速同定法を開発した。（平成23年度継続）

等 自給飼料を基盤とした国産 農林水産省委託プロジェクト研究「自給飼料を基盤とした国産畜産物の高付加価

畜産物の高付加価値化技術 値化技術の開発」の一環として、作期の異なるとうもろこし6品種を適期及び適期か

の開発 ら概ね1週間遅れて収穫しデオキシニバレノール、ニバレノール及びゼアラレノンを

測定して、西日本におけるかび毒の発生状況を調査した。（平成23年度継続）

麦類等のカビ毒汚染実態調 厚生労働省の「食品の安心・安全確保推進研究事業（食品汚染カビ毒の実態調査

査 ならびに生体毒性影響に関する研究）」に参画して、厚生労働省国立医薬品食品衛生

研究所と協力し、麦類20点、雑穀米20点についてT-2トキシン、HT-2トキシン及びゼ

アラレノンの調査を行った。（平成23年度継続）

食 元素分析による生シイタケ 国産原木栽培、国産菌床栽培、中国産菌床栽培の生シイタケそれぞれ35件につい

品 の原産国判別法の開発 ての多元素濃度を誘導結合プラズマ発光分析法（ICP-OES）、誘導結合プラズマ質量

等 分析法（ICP-MS）により測定し、分析した13元素で主成分分析を行った結果、原木

と菌床栽培品群の分布は概ね分かれており、栽培方法の分類は可能であると考えら

れた。（平成23年度継続）

元素分析によるマツタケの マツタケの多元素濃度をICP-OES、ICP-MSにより測定し、その組成から国産品と東

原産国判別法の開発 アジア産品間の分類、判別が可能か検討するため、試料の調製法を検討し、21元素

を測定する分析法の精度、真度を確認した。国産5件、中国産5件、韓国産4件分析し、

主成分分析を行った結果、国産品は群を形成する傾向が認められた。（平成23年度継

続）

X線を利用した照射食品検 X線を用いた熱ルミネッセンス（TL）による照射食品検知法のマニュアル（案）を

知法の開発〔共同研究〕 作成し、事前試験による検証を行ったところ、非照射及びガンマ線照射試料（12件）

の確認実験における照射判定の正解率は100％であった。また、輸入された香辛料及

び乾燥野菜（21件）を用いて検知試験を行ったところ、いずれの試料も非照射と判

定され、問題のないことが確認され、「X線を用いた熱ルミネッセンス法による照射

食品検知マニュアル（暫定版）」を作成した。また、日本食品衛生学会第99回学術講

演会等で口頭発表を行うとともに、食品衛生学雑誌（第52巻第1号）に掲載された。

（平成22年度終了）

畜産物の食品表示のための 国産牛肉と外国産牛肉（豪州及び米国）の判別法について、国立学校法人神戸大

科学的分析法の妥当性確認 学が開発した判別法の試験条件を変更し、変更した判別法の試験指示書を作成して17

試験室による試験室間共同試験を行ったところ、妥当性が確認され、本成果を基に

マニュアル案を作成した。（平成22年度終了）

元素分析によるシジミの原 日本、ロシア、中国及び韓国産のシジミの殻を試料とし、ICP-MSにより15元素の

産地判別法の開発〔共同研 測定を行い、産地間で含有量に差のある元素を明らかにした。さらに、日本の主要

究〕 産地とロシア産のシジミの判別モデルを作成し、判別率を確認したところ、日本産

を98％、ロシア産を71％の確率で判別することが可能であった。（平成23年度継続）

DNA分析によるシジミの原 （独）水産総合研究センターが開発したヤマトシジミ（日本、ロシア、朝鮮半島）、

産地判別法の開発 〔共同 朝鮮半島型シジミ（ロシア、朝鮮半島）、セタシジミ（日本）、中国太湖産シジミ（中

研究〕 国）の判別法を基に検査・分析マニュアル案を作成し、3試験室で事前運用試験を行

ったところ、すべての試験室で正しく分析ができることが確認されたので、検査・

分析マニュアル（暫定版）を作成した。また、日本産（網走湖、天塩川、十三湖、

小川原湖、涸沼、荒川、木曽川、宍道湖）とロシア産シジミのミトコンドリアDNAの

塩基配列を解析したところ、16S rRNAにおいて茨城県（涸沼）を境として南北産地

で異なる塩基配列を発見した。（平成23年度継続）
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課題名 概 要

食 塩基配列決定法による種推 魚介類122種を対象とした塩基配列の解析による種推定法（案）により2試験室間

品 定の検討〔共同研究〕 の確認試験を実施し、分析法の頑健性・再現性の確認を行うとともに、その結果を

等 基に「DNAシーケンスマニュアル（暫定版）」を作成した。また、新たに30種の魚介

類について、マニュアルによる解析が可能であることを確認した。（平成23年度継続）

魚介類種判別法のDNA抽出 マグロ及びサケ・マス（合計20件）について、これまでセンターで作成したマニ

法の検討 ュアルに記載されたDNA抽出法と多検体処理可能なDNA抽出法を比較検討し、多検体

処理可能なDNA抽出法のマニュアルへの追加の可否について確認した。その結果、多

検体処理可能なDNA抽出法をマグロ及びサケ・マスの判別マニュアルに追加できるこ

とが確認された。（平成22年度終了）

元素分析によるいりさや落 いりさや落花生の元素組成から、原産国を判別する技術を開発するため、国産落

花生の原産国判別法の開発 花生110件及び中国産落花生68件を収集し、13元素について分析を行った。その結果、

〔共同研究〕 マグネシウム、ニッケル及びストロンチウムの3元素で判別モデルを構築することに

より、国産、中国産ともに99%以上の確率で判別を行うことが可能であった。（平成22

年度終了）

超高感度エネルギー分散型 平成21年度に策定した超高感度エネルギー分散型蛍光X線分析装置を用いた、乾し

蛍光X線分析装置による乾 いたけの原産国判別マニュアル（案）について3試験室で事前運用試験を行ったとこ

しいたけの原産国判別マニ ろ、精度良く判別することができなかった。そのため、新たな判別モデルを再構築

ュアルの検証 した。改良したマニュアル（案）を用い、3試験室での当初のデータを基に検証した

ところ、原木と菌床及び日本産原木と中国産原木について、いずれも判別できた。

また、日本食品科学工学会第57回大会において口頭発表を行った。（平成22年度終了）

ストロンチウム安定同位体 ゴボウ、ショウガ及びうなぎ加工品について、ストロンチウム安定同位体比分析

比分析による産地判別法へ による産地判別の適用が可能かどうか検討した。ゴボウ及びショウガについては適

の適用について 用できる可能性が示唆された。うなぎ加工品については産地によっては適用の可能

性が示唆された。（平成23年度継続）

イソマルトース分析による 果実飲料に添加された異性化液糖の検出法について、異性化液糖製造工程中で生

果実飲料への異性化液糖の 成する「イソマルトース」に注目し、異性化液糖、原料果汁及び市販ジュース中の

検出法の検討 イソマルトース含有量を測定した結果、精度よく異性化液糖の混入を判別すること

が可能と判断された。（平成23年度継続）

炭素安定同位体比分析によ 米酢及び米酢の不揮発相について炭素安定同位体比を測定することにより、それ

る米酢の原材料判別の検討 ぞれの同位体比の違いから米以外の原材料の混入物質の判別を行うことが可能と判

断された。また、同時に同位体比を指標として氷酢酸使用の判別を行うことが可能

と推定された。（平成23年度継続）

近赤外分光法によるそば粉 そば粉混合割合の明らかな「干しそば」のめん線を試料として、近赤外スペクト

と小麦粉の混合割合の推定 ルを測定し水の吸収領域を除外した波長領域で解析を行い検量線を作成したところ、

法の検討 誤差の少ない検量線が得られた。この検量線により新たに収集した「干しそば」（10

件）を試料として、そば粉混合割合を推定したところ、そば粉混合割合との高い相

関を示した。（平成23年度継続）

しょうゆ中に含まれるグリ 製造履歴の明確な丸大豆しょうゆ及び脱脂加工大豆使用しょうゆについてグリセ

セリンを指標とした丸大豆 リン等を指標とした判別が可能であるかの検討を行ったところ、グリセリン及び多

使用の判定法の検討 環ピラジンの2成分の相関関係に両者間で差がみられたものの、誤判別率が高く、通

常の表示監視業務への活用は困難であると考えられた。（平成22年度終了）

安定同位体比分析による牛 ウナギ加工品における前処理（洗浄及び脱脂）の影響を確認し、酸素安定同位体

肉及びウナギ加工品の産地 比の分析条件の検討を行った。また、ウナギ加工品（国産40件、中国産20件・台湾

判別法の検討 産3件）について炭素、窒素及び酸素安定同位体比を測定し、炭素及び酸素安定同位

体比について、国産と中国産間とに有意な差があることを確認した。（平成23年度継

続）
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課題名 概 要

食 元素分析によるニホンウナ 平成21年度に作成したマニュアルについて、国産及び中国産の判別率の検証を行

品 ギ加工品の原料原産地判別 ったところ、国産の判別率は良好であったが、中国産の判別率は低い値となった。

等 法の検証 試料採取量を増やして元素含有量を測定したところ8元素が判別に有効であるとの結

果が得られた。（平成23年度継続）

魚種判別マニュアルの適用 缶詰等の高度な加工品にも適用可能となるように、サバ属及びサケ・マス類の種

範囲拡大の検討 判別マニュアルを改良し、適用範囲の拡大が可能かを検討したところ、サバ属につ

いては魚種判別が可能であったが、サケ・マス類については、一部の試料で判別不

可能であった。（平成22年度終了）

DNA分析によるコンブ属の （公財）函館地域産業振興財団北海道立工業技術センターが開発したコンブの品

種判別法の検討 種判別方法の技術移転を受けて、乾燥コンブで品種判別が可能であることを確認す

るとともに、表示監視業務に活用するため、分析法を改良し、品種判別が可能であ

ることを確認した。また、技術移転を受けた分析法の適用範囲を確認するためにコ

ンブ加工品40件について、分析を行ったところ、昆布巻き等の高度な加工が加えら

れた加工品については、適用が困難であることが明らかとなった。（平成23年度継続）

農作物からの遺伝子組換え 本研究で開発したGMトウモロコシMIR604系統の定量分析法について、国際的なガ

体の定量分析技術の確立 イドラインに従った試験室間共同試験を実施したところ、本分析法の妥当性が確認

＜GMトウモロコシMIR604系 された。（平成22年度終了）

統の定量分析法＞〔共同研

究〕

農作物からの遺伝子組換え 試料に含まれるGM系統P35S及びGA21間の濃度差がGMトウモロコシスクリーニング

体の定量分析技術の確立 定量法に与える影響について検討したところ、濃度差のある場合には低濃度側GM系

＜GMトウモロコシスクリー 統のDNA増幅が影響を受け、分析値に影響を及ぼす可能性が示唆された。（平成22年

ニング定量法の追加検討＞ 度終了）

〔共同研究〕

農産物加工品からの遺伝子 厚生労働省国立医薬品食品衛生研究所と共同でパパイヤ内在性遺伝子chymopapain

組換え体の定性分析技術の を指標としてリアルタイムPCR法及びパパイヤ加工品に適したDNA抽出法を開発した。

開発 開発した手法を用いて各パパイヤ加工品を分析したところ、chymopapainが検出でき

＜遺伝子組換えパパイヤ加 ることを確認し、結果を取りまとめて同研究所に報告した。（平成22年度終了）

工品の検知法＞〔共同研究〕

農産物からの遺伝子組換え 害虫抵抗性や除草剤耐性などの遺伝子組換え品種を複数掛け合わせたスタック品

体の定量のための分析技術 種の影響を受けず、遺伝子組換え体の混入率を定量するための検査法について、試

の確立 験室間共同試験のための条件を検討し、試料とするトウモロコシの粒数、陽性試料

＜トウモロコシグループ単 の濃度区分数、必要な試験所数等を決定した。（平成22年度終了）

位検査法のコラボレーティ

ブ試験の実施に係る検討＞

〔共同研究〕

計 ３４課題
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表13-2 肥料分析法・飼料分析基準等の開発及び改良
終了・継続

研究対象 課題名等
の別(注)

肥 料 汚泥肥料中のカドミウム、鉛、ニッケル、クロム、銅及び亜鉛の誘導結合プラズマ発光分光 終了

分析装置によるの分析法の検討

液状肥料中の農薬成分（ピレトリン等6種成分）について、液体クロマトグラフタンデム型 終了

質量分析計による同時測定法を開発

汚泥肥料中のカドミウムの含有量と溶出量の比較 終了

計 ３課題（１３成分）

飼 料 等 ライグラス中のロリトレムＢの液体クロマトグラフによる分析法の改良 継続

飼料中のメラミンの液体クロマトグラフタンデム型質量分析計による分析法の開発 終了

飼料中の牛由来たん白質検出法における「モリナガ加熱処理牛由来タンパク質検出キット 終了

Ver.2」の検討

飼料中の動物由来ＤＮＡ検出法におけるＲＦＬＰを用いた確認試験法の検討 終了

配合飼料中のクエン酸モランテルの液体クロマトグラフによる定量法の改良 終了

愛玩動物用飼料中のソルビン酸の液体クロマトグラフによる定量法の開発 終了

愛玩動物用飼料（ウェット製品）中の水分の測定法の開発 終了

愛玩動物用飼料（ウェット製品）中のアフラトキシンＢ1、Ｂ2、Ｇ1及びＧ2の同時定量法の 終了

検討

愛玩動物用飼料中（ウェット製品）のデオキシニバレノールの液体クロマトグラフ質量分析 終了

計による定量法の開発

愛玩動物用飼料（ウェット製品）中のクロルピリホスメチル、ピリミホスメチル及びマラチ 終了

オンのガスクロマトグラフによる同時定量法の開発

愛玩動物用飼料中の亜硝酸ナトリウムの分光光度計による定量法の検討 終了

計 １１課題（１６成分）

注 「終了・継続の別」の欄には、平成２２年度内に終了した分析法の開発等については「終了」、平成２３年度以
降にも分析法の開発等を継続する課題については「継続」と記入している。
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